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事
業

番
号

事
業

名
事

業
概

要
所

管
部

局
に

よ
る

点
検

結
果

0
1
3
0

郵
政

行
政

に
お

け
る

適
正

な
監

督

郵
政

民
営

化
法

等
に

基
づ

き
、

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

各
社

に
対

し
て

必
要

な
監

督
・
検

査
等

を
行

う
。

信
書

便
事

業
に

つ
い

て
は

、
民

間
事

業
者

等
に

よ
る

信
書

の
送

達
に

関
す

る
法

律
に

基
づ

い
て

、
検

査
等

を
行

う
と

と
も

に
、

市
場

の
活

性
化

や
利

用
者

の
認

知
度

の
向

上
を

図
る

た
め

、
制

度
の

周
知

・
広

報
活

動
を

推
進

す
る

。
ま

た
、

監
督

業
務

等
の

適
切

な
遂

行
に

資
す

る
た

め
、

郵
政

事
業

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
の

確
保

や
郵

便
・
信

書
便

事
業

に
お

け
る

競
争

環
境

整
備

の
た

め
の

調
査

の
ほ

か
、

郵
政

事
業

を
取

り
巻

く
経

済
の

情
況

、
物

流
・
金

融
等

の
業

界
動

向
や

行
政

・
産

業
界

で
の

取
組

等
の

調
査

等
を

行
う

。

本
件

施
策

は
、

郵
政

事
業

の
経

営
主

体
で

あ
る

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

や
信

書
便

事
業

者
を

適
正

に
監

督
す

る
た

め
に

必
要

な
調

査
・

分
析

を
行

う
も

の
で

あ
り

、
監

督
機

関
（
行

政
）
と

し
て

必
要

な
も

の
で

あ
る

。
ま

た
、

調
査

等
に

よ
り

得
ら

れ
た

成
果

に
つ

い
て

は
、

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

等
の

監
督

の
在

り
方

・
方

向
性

の
検

討
等

に
活

用
さ

れ
て

い
る

。

0
1
3
1

郵
政

行
政

に
係

る
国

際
政

策
の

推
進

に
必

要
な

情
報

収
集

国
際

郵
便

に
関

す
る

諸
制

度
の

改
廃

に
当

た
っ

て
我

が
国

施
策

・
方

針
を

反
映

さ
せ

る
と

と
も

に
、

国
際

的
な

協
議

・
調

整
等

に
当

た
っ

て
相

互
理

解
を

促
進

さ
せ

る
た

め
、

万
国

郵
便

連
合

（
Ｕ

Ｐ
Ｕ

）
や

世
界

貿
易

機
関

（
Ｗ

Ｔ
Ｏ

）
、

経
済

連
携

協
定

（
Ｅ

Ｐ
Ａ

）
／

自
由

貿
易

協
定

（
Ｆ

Ｔ
Ａ

）
等

の
関

係
諸

会
合

に
積

極
的

に
参

画
す

る
。

ま
た

、
日

本
型

郵
便

イ
ン

フ
ラ

シ
ス

テ
ム

の
海

外
展

開
に

向
け

た
調

整
の

た
め

、
関

係
国

へ
の

出
張

等
を

行
う

。
加

え
て

、
我

が
国

の
政

策
の

企
画

立
案

及
び

国
際

機
関

や
諸

外
国

政
府

と
の

協
議

・
政

策
調

整
に

当
た

っ
て

、
適

時
適

切
に

対
応

す
る

た
め

、
諸

外
国

に
お

け
る

郵
政

事
業

に
関

す
る

最
新

の
情

報
・
動

向
等

を
調

査
す

る
ほ

か
、

国
際

事
務

の
円

滑
な

実
施

の
た

め
、

外
部

委
託

に
よ

り
、

関
係

資
料

の
翻

訳
、

校
閲

及
び

通
訳

業
務

を
実

施
す

る
。

総
務

省
は

、
郵

政
事

業
及

び
信

書
便

事
業

に
係

る
政

策
立

案
、

規
制

監
督

を
所

掌
し

て
お

り
、

政
策

立
案

、
国

際
会

議
に

お
け

る
協

議
及

び
諸

外
国

政
府

と
の

政
策

調
整

等
に

適
切

に
対

応
す

る
た

め
、

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

の
民

営
化

後
も

、
こ

れ
ら

の
事

業
分

野
に

係
る

政
策

に
つ

い
て

の
最

新
の

情
報

を
継

続
し

て
把

握
し

な
け

れ
ば

な
ら

ず
、

本
事

業
が

必
要

不
可

欠
で

あ
る

。
調

達
に

当
た

っ
て

は
競

争
入

札
に

よ
り

競
争

性
を

確
保

し
て

い
る

他
、

旅
費

に
つ

い
て

も
効

率
的

な
執

行
を

行
っ

て
お

り
、

本
事

業
は

適
切

に
執

行
さ

れ
て

い
る

。

0
1
3
2

国
際

機
関

へ
の

貢
献

Ｕ
Ｐ

Ｕ
は

、
郵

便
業

務
の

質
の

向
上

及
び

郵
便

分
野

に
お

け
る

国
際

協
力

の
増

進
等

に
寄

与
す

る
た

め
に

設
立

さ
れ

た
郵

便
業

務
に

関
す

る
国

連
の

専
門

機
関

で
あ

る
。

ま
た

、
Ａ

Ｐ
Ｐ

Ｕ
は

Ｕ
Ｐ

Ｕ
憲

章
第

８
条

に
基

づ
き

、
ア

ジ
ア

＝
太

平
洋

地
域

内
に

お
け

る
郵

便
業

務
に

特
有

な
諸

問
題

の
解

決
を

図
り

、
郵

便
の

利
便

向
上

に
資

す
る

た
め

設
立

さ
れ

た
機

関
で

あ
る

。
本

事
業

は
、

Ｕ
Ｐ

Ｕ
憲

章
２

１
条

及
び

Ａ
Ｐ

Ｐ
Ｕ

憲
章

第
１

３
条

に
基

づ
く
加

盟
国

の
義

務
と

し
て

連
合

の
経

費
を

賄
う

た
め

の
分

担
金

を
負

担
す

る
と

と
も

に
、

Ｕ
Ｐ

Ｕ
に

お
け

る
災

害
対

策
の

強
化

を
支

援
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
、

財
政

的
支

援
を

行
う

も
の

。

分
担

金
に

つ
い

て
は

、
我

が
国

は
最

大
等

級
を

負
担

し
つ

つ
、

Ｕ
Ｐ

Ｕ
の

郵
便

業
務

理
事

会
議

長
及

び
管

理
理

事
会

第
二

委
員

会
共

同
議

長
の

職
を

担
い

、
連

合
の

意
思

決
定

及
び

組
織

運
営

に
大

き
く
貢

献
・
関

与
し

て
い

る
。

ま
た

、
拠

出
金

に
つ

い
て

は
、

Ｕ
Ｐ

Ｕ
の

災
害

対
策

強
化

の
活

動
に

充
て

ら
れ

て
お

り
、

当
該

拠
出

に
よ

り
、

当
該

分
野

に
お

い
て

我
が

国
の

貢
献

を
拡

大
し

て
い

る
と

と
も

に
、

国
際

会
議

の
場

に
お

い
て

Ｕ
Ｐ

Ｕ
事

務
局

長
が

謝
辞

を
述

べ
る

な
ど

、
我

が
国

の
貢

献
に

つ
い

て
の

情
報

発
信

も
行

わ
れ

て
い

る
。

分
担

金
に

つ
い

て
は

、
Ｕ

Ｐ
Ｕ

の
プ

ロ
グ

ラ
ム

及
び

予
算

に
関

す
る

報
告

書
（
P
ro

gr
am

m
e
 a

n
d 

B
u
dg

e
t）

及
び

Ａ
Ｐ

Ｐ
Ｕ

の
財

務
報

告
書

（
R

e
po

rt
 o

f 
c
e
rt

if
ie

d 
p
u
bl

ic
 a

c
c
o
u
n
ta

n
t 

an
d 

fi
n
an

c
ia

l
st

at
e
m

e
n
ts

)に
お

い
て

、
分

担
金

の
使

途
等

を
確

認
し

て
お

り
、

そ
の

執
行

は
適

切
で

あ
る

と
考

え
る

。
ま

た
、

拠
出

金
に

つ
い

て
は

、
Ｕ

Ｐ
Ｕ

の
定

例
会

合
に

お
い

て
、

Ｕ
Ｐ

Ｕ
事

務
局

の
災

害
対

策
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
進

捗
状

況
に

関
す

る
文

書
等

を
確

認
し

た
と

こ
ろ

、
適

切
に

執
行

さ
れ

て
い

る
。

災
害

対
策

プ
ロ

グ
ラ

ム
は

国
際

郵
便

業
務

の
持

続
可

能
な

発
展

に
資

す
る

も
の

で
あ

り
、

当
該

プ
ロ

グ
ラ

ム
へ

拠
出

す
る

こ
と

は
有

意
義

で
あ

る
。

※
行

政
事

業
レ

ビ
ュ

ー
シ

ー
ト

に
お

け
る

外
部

有
識

者
の

点
検

結
果

へ
の

対
応

に
つ

い
て

は
、

平
成

2
9
年

度
予

算
概

算
要

求
に

向
け

て
検

討
を

行
っ

て
い

る
と

こ
ろ

。

【
行

政
事

業
レ

ビ
ュ

ー
】

平
成

2
8
年

度
行

政
事

業
レ

ビ
ュ

ー
外

部
有

識
者

点
検

結
果

等

外
部

有
識

者
に

よ
る

点
検

結
果

（
所

見
）

調
査

研
究

の
目

的
は

理
解

で
き

ま
す

。
た

だ
し

、
平

成
１

５
年

度
か

ら
の

調
査

研
究

が
ど

の
よ

う
な

形
で

事
業

目
的

で
あ

る
「
民

営
化

の
成

果
を

国
民

が
実

感
で

き
る

よ
う

な
事

業
展

開
の

促
進

」
、

「
郵

政
事

業
の

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

・
サ

ー
ビ

ス
の

確
保

」
、

「
信

書
便

市
場

の
活

性
化

や
健

全
な

発
展

」
に

寄
与

し
た

の
か

が
明

確
で

は
あ

り
ま

せ
ん

。
た

と
え

ば
調

査
研

究
に

よ
っ

て
成

果
目

標
の

指
標

が
ど

の
よ

う
な

形
で

影
響

を
受

け
た

の
か

、
調

査
研

究
を

実
施

し
な

い
場

合
に

ど
の

よ
う

な
影

響
を

受
け

る
の

か
等

が
明

確
で

な
く
、

評
価

を
困

難
に

し
て

い
ま

す
。

「
普

遍
的

な
郵

便
業

務
の

質
の

永
続

的
発

展
の

促
進

」
、

「
郵

便
分

野
の

国
際

協
力

の
増

進
」
、

「
郵

便
業

務
に

関
す

る
国

際
政

策
形

成
に

日
本

の
政

策
を

反
映

さ
せ

る
」
と

い
っ

た
事

業
目

的
は

理
解

で
き

ま
す

。
ま

た
分

担
金

、
拠

出
金

に
つ

い
て

そ
の

使
途

や
執

行
状

況
を

把
握

す
る

姿
勢

に
も

好
感

が
持

て
ま

す
。

し
か

し
、

案
件

1
3
1
と

同
じ

成
果

指
標

で
あ

る
達

成
率

（
U

P
U

の
重

要
議

案
に

お
い

て
日

本
の

方
針

を
反

映
さ

せ
る

割
合

）
は

、
何

を
重

要
議

案
と

み
な

す
の

か
と

い
う

点
で

裁
量

性
が

あ
る

よ
う

に
お

も
わ

れ
ま

す
。

ま
た

議
案

提
出

等
の

行
動

が
、

ど
の

よ
う

な
形

で
「
郵

便
業

務
の

質
の

永
続

的
発

展
の

促
進

」
に

寄
与

し
て

い
る

の
か

、
「
郵

便
業

務
に

対
す

る
国

際
政

策
形

成
に

日
本

の
政

策
を

反
映

」
で

き
て

い
る

の
か

、
丁

寧
な

説
明

が
望

ま
れ

ま
す

。

「
国

際
郵

便
に

関
す

る
諸

制
度

の
改

廃
に

あ
た

っ
て

日
本

の
政

策
・
方

針
を

反
映

さ
せ

る
」
と

の
目

標
の

中
で

、
こ

れ
ら

の
分

野
に

関
す

る
最

新
の

情
報

を
継

続
的

に
把

握
す

る
必

要
性

は
理

解
で

き
ま

す
。

予
算

の
半

分
が

海
外

出
張

で
あ

り
、

そ
の

た
め

の
コ

ス
ト

削
減

努
力

に
も

好
感

が
持

て
ま

す
。

た
だ

、
成

果
指

標
の

設
定

に
裁

量
性

が
働

く
可

能
性

も
否

定
で

き
ず

、
事

業
成

果
の

評
価

を
困

難
に

し
て

い
ま

す
。

た
と

え
ば

通
商

交
渉

等
の

過
程

で
情

報
収

集
の

成
果

を
活

用
し

た
割

合
に

い
た

っ
て

は
、

情
報

が
ど

の
よ

う
に

交
渉

過
程

で
生

か
さ

れ
た

の
か

に
関

す
る

具
体

例
に

乏
し

く
、

す
べ

て
の

年
度

で
活

用
割

合
1
0
0
％

と
な

る
指

標
で

は
、

情
報

収
集

の
費

用
に

対
す

る
効

果
の

測
定

は
、

困
難

で
す

。
さ

ら
に

、
も

う
ひ

と
つ

の
成

果
指

標
で

あ
る

達
成

率
（
U

P
U

の
重

要
議

案
に

お
い

て
日

本
の

方
針

を
反

映
さ

せ
る

割
合

）
は

、
次

の
案

件
1
3
2
と

同
一

の
成

果
指

標
で

す
が

、
成

果
目

標
に

照
ら

し
て

1
3
1
と

1
3
2
の

案
件

で
重

複
し

た
予

算
計

上
が

な
い

か
（
削

減
の

余
地

が
あ

る
可

能
性

は
な

い
か

）
気

に
な

り
ま

す
。

3



4



主
要

な
政

策
に

係
る

評
価

書
（
平

成
2
7
年

度
実

施
政

策
）

（
総

務
省

2
7
－

⑮
）

上
場

に
向

け
た

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

の
事

業
展

開
の

促
進

　
　

　
　

　
　

　
　

　
【
2
7
年

度
】

イ

・
日

本
郵

便
株

式
会

社
の

増
資

の
認

可
を

行
い

、
同

社
の

経
営

基
盤

が
強

化
さ

れ
た

こ
と

に
よ

り
、

郵
便

局
に

お
け

る
郵

政
三

事
業

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
の

安
定

的
提

供
の

確
保

を
図

っ
た

。
・
日

本
郵

政
株

式
会

社
及

び
日

本
郵

便
株

式
会

社
の

平
成

2
7
事

業
年

度
事

業
計

画
の

認
可

を
行

い
、

郵
政

事
業

の
確

実
か

つ
適

正
な

実
施

の
確

保
を

図
っ

た
。

・
平

成
2
7
年

1
1
月

の
日

本
郵

政
株

式
会

社
、

株
式

会
社

ゆ
う

ち
ょ

銀
行

及
び

株
式

会
社

か
ん

ぽ
生

命
保

険
の

株
式

上
場

・
日

本
郵

政
株

式
会

社
及

び
日

本
郵

便
株

式
会

社
の

平
成

2
8
事

業
年

度
事

業
計

画
の

認
可

を
行

い
、

ま
た

、
株

式
会

社
か

ん
ぽ

生
命

保
険

に
対

す
る

新
規

業
務

の
認

可
（
５

件
）
を

行
っ

た
。

①
郵

政
民

営
化

の
着

実
な

推
進

　
＜

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

＞

郵
政

民
営

化
法

等
の

一
部

を
改

正
す

る
等

の
法

律
(平

成
2
4
年

４
月

2
7
日

法
律

第
3
0

号
)成

立
　

　
　

　
　

　
　

　
【
2
4
年

度
】

上
場

に
向

け
た

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

の
事

業
展

開
の

促
進

上
場

に
向

け
た

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

の
事

業
展

開
の

促
進

（
注

）
平

成
2
6
年

度
予

算
は

、
主

に
平

成
2
5
年

度
「
好

循
環

実
現

の
た

め
の

経
済

対
策

」
に

係
る

補
正

予
算

の
繰

り
越

し
等

が
計

上
さ

れ
た

こ
と

に
よ

り
、

ま
た

、
平

成
2
8
年

度
当

初
予

算
は

、
４

年
に

１
度

開
催

さ
れ

る
万

国
郵

便
大

会
議

に
係

る
費

用
を

計
上

し
た

こ
と

等
に

よ
り

、
前

年
度

か
ら

増
加

し
て

い
る

。
　

　
　

計
数

は
、

そ
れ

ぞ
れ

四
捨

五
入

し
て

い
る

た
め

、
合

計
が

一
致

し
な

い
場

合
が

あ
る

。

政
策

に
関

係
す

る
内

閣
の

重
要

政
策

（
施

政
方

針
演

説
等

の
う

ち
主

な
も

の
）

施
政

方
針

演
説

等
の

名
称

年
月

日
関

係
部

分
（
抜

粋
）

第
1
9
0
回

国
会

（
常

会
）
に

お
け

る
総

務
大

臣
所

信
表

明

（
衆

議
院

総
務

委
員

会
）

平
成

2
8
年

２
月

2
8
日

（
参

議
院

総
務

委
員

会
）

平
成

2
8
年

３
月

４
日

　
郵

政
事

業
に

つ
い

て
は

、
日

本
郵

政
グ

ル
ー

プ
三

社
の

上
場

後
も

、
引

き
続

き
、

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

を
確

保
す

る
と

と
も

に
、

国
民

の
皆

様
が

民
営

化
の

成
果

を
一

層
実

感
で

き
る

よ
う

、
新

た
な

事
業

展
開

や
、

ゆ
う

ち
ょ

銀
行

と
か

ん
ぽ

生
命

保
険

の
限

度
額

の
見

直
し

に
よ

り
、

企
業

価
値

や
利

用
者

の
利

便
性

の
向

上
を

促
進

し
て

ま
い

り
ま

す
。

施
策

目
標

　
　

　
　

　
　

　
　

　
測

定
指

標
（
数

字
に

○
を

付
し

た
測

定
指

標
は

、
主

要
な

測
定

指
標

）

基
準

（
値

）
【
年

度
】

年
度

ご
と

の
目

標
（
値

）

目
標

（
値

）
【
年

度
】

達
成

（
※

３
）

年
度

ご
と

の
実

績
（
値

）
又

は
施

策
の

進
捗

状
況

（
実

績
）

（
※

２
）

2
6
年

度
2
7
年

度

0

繰
越

し
等

（
c
）

△
 5

9
1
1
9

0

合
計

（
a＋

b
＋

c
）

4
0
9

5
0
0

3
8
3

執
行

額
3
8
4

4
8
4

3
7
1

政
策

（
※

１
）
名

政
策

1
5
：
郵

政
民

営
化

の
確

実
な

推
進

分
野

郵
政

行
政

政
策

の
概

要

郵
政

民
営

化
法

等
の

一
部

を
改

正
す

る
等

の
法

律
に

基
づ

き
、

民
営

化
の

成
果

を
国

民
が

実
感

で
き

る
新

た
な

事
業

の
展

開
及

び
郵

政
三

事
業

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
の

確
保

を
図

る
た

め
、

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

各
社

等
に

対
す

る
必

要
な

監
督

を
行

う
。

信
書

便
事

業
に

つ
い

て
は

、
民

間
事

業
者

に
よ

る
信

書
の

送
達

に
関

す
る

法
律

に
基

づ
き

、
民

間
信

書
便

事
業

者
に

対
す

る
必

要
な

監
督

を
行

う
と

と
も

に
、

新
規

参
入

の
促

進
及

び
信

書
便

に
関

す
る

利
用

者
の

認
知

度
の

向
上

を
図

る
た

め
、

周
知

・
広

報
活

動
を

推
進

す
る

。
さ

ら
に

、
万

国
郵

便
連

合
（
U

P
U

）
へ

の
人

的
貢

献
や

我
が

国
提

出
の

議
案

の
採

択
に

努
め

る
ほ

か
、

参
加

各
国

と
意

見
・
情

報
交

換
を

行
う

な
ど

し
国

際
郵

便
サ

ー
ビ

ス
に

お
け

る
利

用
者

利
便

の
向

上
や

サ
ー

ビ
ス

の
多

様
化

を
図

る
。

ま
た

、
多

国
間

・
二

国
間

で
政

策
協

議
を

行
う

と
共

に
、

新
興

国
、

途
上

国
に

お
け

る
郵

便
事

業
の

近
代

化
等

に
関

す
る

協
力

・
支

援
を

進
め

る
。

基
本

目
標

【
達

成
す

べ
き

目
標

】

利
用

者
利

便
の

向
上

を
図

る
た

め
、

郵
政

民
営

化
法

等
の

一
部

を
改

正
す

る
等

の
法

律
に

基
づ

き
、

郵
便

の
役

務
、

簡
易

な
貯

蓄
、

送
金

及
び

債
権

債
務

の
決

済
の

役
務

並
び

に
簡

易
に

利
用

で
き

る
生

命
保

険
の

役
務

を
利

用
者

本
位

の
簡

便
な

方
法

に
よ

り
郵

便
局

で
一

体
的

に
、

か
つ

将
来

に
わ

た
り

あ
ま

ね
く
全

国
に

お
い

て
公

平
に

利
用

で
き

る
こ

と
を

確
保

す
る

。
国

際
分

野
に

お
い

て
は

、
利

用
者

利
便

の
向

上
及

び
グ

ロ
ー

バ
ル

な
郵

便
業

務
の

向
上

を
図

る
た

め
、

多
国

間
・
二

国
間

協
議

・
協

調
等

を
通

じ
、

新
た

な
制

度
環

境
整

備
へ

の
取

組
等

、
積

極
的

な
対

応
を

推
進

す
る

。

政
策

の
予

算
額

・
執

行
額

等
（
百

万
円

）

区
　

　
分

2
5
年

度
2
6
年

度
2
7
年

度
2
8
年

度

予
算

の
状

況
（
注

）

当
初

予
算

（
a）

3
5
9

3
8
9

3
8
3

4
8
6

補
正

予
算

（
b
）

1
1
0

△
 8

0

平
成

2
8
年

７
月

2
0
日

(水
) 

 
時

点
 

5



２
か

国

イ

５
回

1
0
回

7

郵
便

業
務

の
近

代
化

に
関

す
る

協
力

に
向

け
た

協
議

を
行

っ
て

い
る

国
数

　
＜

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

＞

１
か

国
【
2
5
年

度
】

１
か

国
以

上
１

か
国

以
上

１
か

国
以

上
【
2
7
年

度
】

イ

４
回

以
上

【
2
7
年

度
】

４
回

以
上

４
か

国

郵
便

・
信

書
便

分
野

に
お

け
る

規
制

の
合

理
化

を
図

り
、

サ
ー

ビ
ス

の
多

様
化

・
高

度
化

等
に

よ
る

郵
便

・
信

書
便

市
場

の
活

性
化

を
図

る
こ

と

⑤
郵

便
・
信

書
便

制
度

の
在

り
方

に
つ

い
て

の
検

討
　

＜
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
＞

郵
便

・
信

書
便

分
野

に
お

け
る

規
制

の
合

理
化

を
図

り
、

サ
ー

ビ
ス

の
多

様
化

・
高

度
化

等
に

よ
る

郵
便

・
信

書
便

市
場

の
活

性
化

を
図

る
た

め
、

郵
便

及
び

信
書

便
に

関
す

る
料

金
の

届
出

手
続

を
緩

和
す

る
と

と
も

に
、

特
定

信
書

便
役

務
の

範
囲

を
拡

大
し

、
特

定
信

書
便

役
務

に
係

る
信

書
便

約
款

の
認

可
手

続
き

を
簡

素
化

す
る

こ
と

を
内

容
と

し
た

「
郵

便
法

及
び

民
間

事
業

者
に

よ
る

信
書

の
送

達
に

関
す

る
法

律
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
案

」
を

国
会

に
提

出
（
平

成
2
7
年

3
月

3
1
日

）
。

　
　

　
　

　
　

　
　

【
2
6
年

度
】

「
郵

便
法

及
び

民
間

事
業

者
に

よ
る

信
書

の
送

達
に

関
す

る
法

律
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
案

」
を

国
会

に
提

出
。

郵
便

・
信

書
便

分
野

に
お

け
る

規
制

の
合

理
化

を
図

り
、

サ
ー

ビ
ス

の
多

様
化

・
高

度
化

等
に

よ
る

郵
便

・
信

書
便

市
場

の
活

性
化

を
図

る
た

め
、

必
要

な
制

度
整

備
を

実
施

。
郵

便
・
信

書
便

分
野

に
お

け
る

規
制

の
合

理
化

を
図

り
、

サ
ー

ビ
ス

の
多

様
化

・
高

度
化

等
に

よ
る

郵
便

・
信

書
便

市
場

の
活

性
化

を
図

る
た

め
、

必
要

な
制

度
整

備
を

実
施

。
　

　
　

　
　

　
　

　
　

【
2
7
年

度
】

信
書

便
事

業
分

野
に

お
い

て
健

全
な

競
争

環
境

が
整

備
さ

れ
る

こ
と

に
よ

り
、

新
規

参
入

が
活

発
に

な
り

、
同

分
野

に
お

け
る

サ
ー

ビ
ス

の
多

様
化

が
図

ら
れ

、
利

用
者

利
便

の
向

上
を

図
る

こ
と

④
信

書
便

事
業

市
場

の
規

模
　

＜
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

＞

約
1
0
0
億

円
【
2
4
年

度
】

3
信

書
便

事
業

へ
の

新
規

参
入

者
数 　

＜
ア

ウ
ト

カ
ム

指
標

＞

3
0
者

【
2
5
年

度
】

各
国

と
の

政
策

協
議

等
の

実
施

及
び

郵
便

業
務

の
近

代
化

に
関

す
る

協
議

を
推

進
す

る
こ

と
よ

り
、

グ
ロ

ー
バ

ル
レ

ベ
ル

で
の

郵
便

業
務

の
改

善
を

図
る

こ
と

⑥
二

国
間

・
多

国
間

政
策

協
議

等
へ

の
参

画
回

数
　

＜
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
＞

４
回

【
2
5
年

度
】

４
回

以
上

イ

「
郵

便
法

及
び

民
間

事
業

者
に

よ
る

信
書

の
送

達
に

関
す

る
法

律
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
案

」
を

国
会

に
提

出
。

郵
便

及
び

信
書

便
に

関
す

る
料

金
の

届
出

手
続

を
緩

和
す

る
と

と
も

に
、

特
定

信
書

便
役

務
の

範
囲

を
拡

大
す

る
こ

と
な

ど
を

内
容

と
し

た
「
郵

便
法

及
び

民
間

事
業

者
に

よ
る

信
書

の
送

達
に

関
す

る
法

律
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
」
は

平
成

2
7
年

６
月

５
日

に
成

立
し

、
同

年
1
2
月

１
日

に
施

行
。

同
法

の
施

行
に

向
け

、
必

要
な

政
省

令
の

整
備

を
実

施
。

9
7
％

以
上

【
2
7
年

度
】

イ

9
8
.6

％

郵
便

・
信

書
便

分
野

に
お

け
る

規
制

の
合

理
化

に
よ

る
増

加
を

含
め

た
信

書
便

事
業

者
の

参
入

者
数

の
増

加
　

　
　

　
　

　
　

　
　

【
2
7
年

度
】

イ

2
9
者

3
9
者

信
書

便
事

業
市

場
の

拡
大

郵
便

・
信

書
便

分
野

に
お

け
る

規
制

の
合

理
化

に
よ

る
拡

大
を

含
め

た
信

書
便

事
業

市
場

の
拡

大
郵

便
・
信

書
便

分
野

に
お

け
る

規
制

の
合

理
化

に
よ

る
拡

大
を

含
め

た
信

書
便

事
業

市
場

の
拡

大
　

　
　

　
　

　
　

　
　

【
2
7
年

度
】

信
書

便
事

業
者

の
参

入
者

数
の

増
加

郵
便

・
信

書
便

分
野

に
お

け
る

規
制

の
合

理
化

に
よ

る
増

加
を

含
め

た
信

書
便

事
業

者
の

参
入

者
数

の
増

加

イ
1
1
5
億

円
（
2
5
年

度
）

1
2
8
億

円
(2

6
年

度
）

2
日

本
郵

政
グ

ル
ー

プ
の

健
全

な
業

務
運

営
等

　
＜

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
＞

約
2
4
,0

0
0
局

（
郵

便
局

数
）

【
2
4
年

度
】

郵
便

局
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
水

準
の

維
持

郵
便

局
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
水

準
の

維
持

郵
便

局
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
水

準
の

維
持

【
2
7
年

度
】

イ

2
4
,4

7
0
局

（
郵

便
局

数
）

2
4
,4

5
2
局

（
郵

便
局

数
）

約
1
8
万

本
（
郵

便
差

出
箱

の
本

数
）

【
1
9
年

度
】

郵
便

サ
ー

ビ
ス

水
準

の
維

持
郵

便
サ

ー
ビ

ス
水

準
の

維
持

約
1
8
万

本
【
2
7
年

度
】

イ

1
8
1
,5

2
1
本

1
8
1
,6

9
2
本

郵
便

サ
ー

ビ
ス

水
準

の
維

持
【
2
7
年

度
】

イ

月
曜

か
ら

土
曜

ま
で

の
６

日
間

に
お

い
て

、
１

日
に

１
回

以
上

郵
便

物
の

配
達

を
実

施
。

月
曜

か
ら

土
曜

ま
で

の
６

日
間

に
お

い
て

、
１

日
１

回
以

上
郵

便
物

の
配

達
を

実
施

。

郵
政

民
営

化
法

等
の

一
部

を
改

正
す

る
等

の
法

律
に

基
づ

き
、

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

各
社

等
に

対
し

必
要

な
監

督
を

行
い

、
健

全
な

業
務

運
営

、
事

業
展

開
を

確
保

す
る

こ
と

に
よ

り
、

利
用

者
利

便
の

向
上

を
図

る
こ

と
月

曜
か

ら
土

曜
ま

で
の

６
日

間
に

お
い

て
、

１
日

に
１

回
以

上
郵

便
物

の
配

達
を

行
う

。
（
国

民
の

祝
日

に
関

す
る

法
律

に
規

定
す

る
休

日
及

び
１

月
２

日
を

除
く
。

）
（
郵

便
物

の
配

達
）

　
　

　
　

　
　

　
　

【
1
9
年

度
】

郵
便

サ
ー

ビ
ス

水
準

の
維

持
郵

便
サ

ー
ビ

ス
水

準
の

維
持

9
8
.6

％

9
8
.6

％
（
送

達
日

数
達

成
率

）
【
2
5
年

度
】

9
7
％

以
上

9
7
％

以
上

6



＜
施

策
目

標
＞

郵
政

民
営

化
法

等
の

一
部

を
改

正
す

る
等

の
法

律
に

基
づ

き
、

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

各
社

等
に

対
し

必
要

な
監

督
を

行
い

、
健

全
な

業
務

運
営

、
事

業
展

開
を

確
保

す
る

こ
と

に
よ

り
、

利
用

者
利

便
の

向
上

を
図

る
こ

と
当

該
施

策
目

標
に

つ
い

て
は

、
日

本
郵

政
株

式
会

社
及

び
日

本
郵

便
株

式
会

社
の

事
業

計
画

認
可

に
当

た
っ

て
、

上
場

に
向

け
た

収
益

力
の

多
角

化
・
強

化
、

経
営

の
効

率
化

、
内

部
統

制
の

強
化

や
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
の

確
実

な
提

供
を

要
請

す
る

等
、

郵
政

民
営

化
法

等
に

基
づ

き
日

本
郵

政
グ

ル
ー

プ
各

社
に

対
し

て
必

要
な

監
督

を
行

う
こ

と
で

、
郵

政
民

営
化

を
着

実
に

進
め

る
た

め
の

大
き

な
ス

テ
ッ

プ
で

あ
る

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

３
社

の
上

場
が

行
わ

れ
た

と
同

時
に

、
郵

便
局

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

水
準

や
郵

便
サ

ー
ビ

ス
水

準
の

維
持

等
に

つ
い

て
も

各
年

度
の

目
標

値
を

上
回

る
実

績
で

あ
っ

た
こ

と
か

ら
、

利
用

者
利

便
の

向
上

が
図

ら
れ

た
と

考
え

ら
れ

、
施

策
目

標
を

達
成

す
る

こ
と

が
で

き
た

。
ま

た
、

改
正

郵
政

民
営

化
法

の
趣

旨
を

踏
ま

え
つ

つ
、

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

の
健

全
な

業
務

運
営

を
将

来
に

わ
た

っ
て

確
保

す
る

観
点

か
ら

、
平

成
2
5
年

1
0
月

に
情

報
通

信
審

議
会

に
「
郵

政
事

業
の

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

確
保

と
郵

便
・
信

書
便

市
場

の
活

性
化

方
策

の
在

り
方

」
に

つ
い

て
諮

問
し

、
平

成
2
7
年

９
月

の
答

申
に

お
い

て
、

現
状

で
は

郵
政

事
業

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
は

確
保

さ
れ

て
い

る
も

の
の

、
中

長
期

的
な

郵
政

事
業

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
の

確
保

方
策

に
つ

い
て

引
き

続
き

継
続

的
な

検
討

を
行

う
こ

と
が

必
要

と
い

う
内

容
の

提
言

を
受

け
た

。

・
測

定
指

標
１

に
つ

い
て

は
、

平
成

2
7
年

1
1
月

の
日

本
郵

政
株

式
会

社
、

株
式

会
社

ゆ
う

ち
ょ

銀
行

及
び

株
式

会
社

か
ん

ぽ
生

命
保

険
の

株
式

上
場

に
よ

り
、

目
標

を
達

成
す

る
こ

と
が

で
き

た
。

・
測

定
指

標
２

に
お

け
る

郵
便

局
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
水

準
の

維
持

、
郵

便
サ

ー
ビ

ス
水

準
、

郵
便

差
出

箱
の

本
数

、
郵

便
物

の
配

達
、

送
達

日
数

達
成

率
に

つ
い

て
は

、
目

標
を

達
成

す
る

こ
と

が
で

き
た

。

＜
施

策
目

標
＞

信
書

便
事

業
分

野
に

お
い

て
健

全
な

競
争

環
境

が
整

備
さ

れ
る

こ
と

に
よ

り
、

新
規

参
入

が
活

発
に

な
り

、
同

分
野

に
お

け
る

サ
ー

ビ
ス

の
多

様
化

が
図

ら
れ

、
利

用
者

利
便

の
向

上
を

図
る

こ
と

当
該

施
策

目
標

に
つ

い
て

は
、

信
書

便
制

度
説

明
会

の
開

催
等

に
よ

る
信

書
制

度
及

び
信

書
便

制
度

の
周

知
活

動
を

推
進

し
た

こ
と

で
健

全
な

競
争

環
境

が
整

備
さ

れ
、

信
書

便
事

業
へ

の
新

規
参

入
事

業
者

数
が

増
加

す
る

と
と

も
に

信
書

便
事

業
市

場
の

拡
大

も
図

ら
れ

た
。

よ
っ

て
、

高
い

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

が
求

め
ら

れ
る

信
書

便
の

提
供

等
利

用
者

の
ニ

ー
ズ

に
対

応
し

た
多

く
の

事
業

者
に

よ
る

多
様

な
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

が
促

進
さ

れ
、

信
書

便
事

業
の

利
用

者
利

便
の

向
上

が
図

ら
れ

た
た

め
、

施
策

目
標

を
達

成
す

る
こ

と
が

で
き

た
。

・
測

定
指

標
３

に
つ

い
て

は
、

郵
便

・
信

書
便

分
野

に
お

け
る

規
制

の
合

理
化

を
含

め
た

信
書

制
度

及
び

信
書

便
制

度
の

周
知

活
動

の
推

進
に

よ
り

、
平

成
2
7
年

度
の

新
規

参
入

事
業

者
数

が
3
9
者

と
前

年
度

の
2
9
者

を
上

回
る

こ
と

が
で

き
た

。
・
測

定
指

標
４

に
つ

い
て

は
、

信
書

制
度

及
び

信
書

便
制

度
の

周
知

活
動

を
推

進
し

た
こ

と
に

よ
り

信
書

便
事

業
者

の
参

入
者

数
が

増
加

し
た

こ
と

で
、

平
成

2
6
年

度
の

信
書

便
事

業
市

場
の

規
模

（
売

上
高

）
が

1
2
8
億

円
と

前
年

度
の

1
1
5
億

円
を

上
回

る
こ

と
が

で
き

た
。

＜
施

策
目

標
＞

郵
便

・
信

書
便

分
野

に
お

け
る

規
制

の
合

理
化

を
図

り
、

サ
ー

ビ
ス

の
多

様
化

・
高

度
化

等
に

よ
る

郵
便

・
信

書
便

市
場

の
活

性
化

を
図

る
こ

と
当

該
施

策
目

標
に

つ
い

て
は

、
平

成
2
6
年

1
2
月

の
情

報
通

信
審

議
会

第
２

次
中

間
答

申
（
郵

政
事

業
の

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

確
保

と
郵

便
・
信

書
便

市
場

の
活

性
化

方
策

の
在

り
方

）
を

踏
ま

え
、

「
郵

便
法

及
び

民
間

事
業

者
に

よ
る

信
書

の
送

達
に

関
す

る
法

律
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
」
が

平
成

2
7
年

６
月

５
日

に
成

立
し

、
同

年
1
2
月

１
日

に
施

行
さ

れ
た

こ
と

と
併

せ
て

関
係

政
省

令
の

整
備

を
行

っ
た

こ
と

で
、

郵
便

・
信

書
便

に
関

す
る

料
金

の
手

続
の

緩
和

、
特

定
信

書
便

役
務

の
範

囲
拡

大
、

特
定

信
書

便
役

務
に

係
る

信
書

便
約

款
の

認
可

手
続

の
簡

素
化

が
実

現
し

た
。

こ
れ

に
よ

り
、

特
定

信
書

便
事

業
者

の
認

可
手

続
の

簡
素

化
に

よ
る

規
制

の
合

理
化

が
図

ら
れ

る
と

と
も

に
、

特
定

信
書

便
事

業
者

が
取

り
扱

う
サ

ー
ビ

ス
の

多
様

化
・
高

度
化

等
に

よ
る

郵
便

・
信

書
便

市
場

の
活

性
化

が
図

ら
れ

る
た

め
、

施
策

目
標

を
達

成
す

る
こ

と
が

で
き

た
。

今
後

は
、

こ
れ

ら
の

制
度

改
正

も
踏

ま
え

、
信

書
制

度
及

び
信

書
便

制
度

の
周

知
に

努
め

、
市

場
の

活
性

化
・
利

用
者

利
便

の
向

上
を

図
る

こ
と

も
課

題
と

な
る

。

＜
施

策
目

標
＞

各
国

と
の

政
策

協
議

等
の

実
施

及
び

郵
便

業
務

の
近

代
化

に
関

す
る

協
議

を
推

進
す

る
こ

と
よ

り
、

グ
ロ

ー
バ

ル
レ

ベ
ル

で
の

郵
便

業
務

の
改

善
を

図
る

こ
と

当
該

施
策

目
標

に
つ

い
て

は
、

電
子

商
取

引
の

拡
大

に
伴

う
郵

便
の

役
割

の
増

大
へ

の
対

応
に

関
し

て
各

国
と

協
議

を
実

施
す

る
と

と
も

に
、

途
上

国
に

専
門

家
を

派
遣

し
各

国
の

事
情

に
応

じ
た

ア
ド

バ
イ

ス
を

行
う

こ
と

に
よ

り
、

郵
便

の
送

達
日

数
が

大
幅

に
短

縮
さ

れ
る

な
ど

、
グ

ロ
ー

バ
ル

レ
ベ

ル
で

の
郵

便
業

務
の

改
善

に
寄

与
す

る
こ

と
が

で
き

た
た

め
、

目
標

を
達

成
す

る
こ

と
が

で
き

た
。

・
測

定
指

標
６

に
関

し
て

は
、

平
成

2
8
年

度
開

催
の

万
国

郵
便

大
会

議
（
U

P
U

大
会

議
）
を

控
え

、
平

成
2
7
年

度
に

、
U

P
U

に
お

い
て

数
多

く
開

催
さ

れ
た

準
備

会
合

等
に

積
極

的
に

参
加

し
た

結
果

、
目

標
を

上
回

っ
て

達
成

す
る

こ
と

が
で

き
た

。
・
測

定
指

標
７

に
関

し
て

は
、

総
務

省
が

民
間

企
業

と
協

力
し

つ
つ

郵
便

事
業

の
近

代
化

・
高

度
化

に
取

り
組

む
国

々
に

積
極

的
に

働
き

か
け

た
結

果
、

ミ
ャ

ン
マ

ー
、

ベ
ト

ナ
ム

に
加

え
、

ロ
シ

ア
、

タ
イ

が
新

た
に

協
議

対
象

に
加

わ
り

、
引

き
続

き
目

標
を

上
回

っ
て

達
成

す
る

こ
と

が
で

き
た

。

＜
施

策
目

標
＞

万
国

郵
便

連
合

（
U

P
U

）
に

お
け

る
災

害
・
環

境
対

策
の

強
化

及
び

条
約

の
法

的
安

定
性

の
確

保
に

よ
り

、
利

用
者

利
便

の
向

上
を

図
る

こ
と

　
当

該
施

策
目

標
に

つ
い

て
は

、
我

が
国

の
拠

出
金

や
ノ

ウ
ハ

ウ
の

提
供

に
よ

り
、

災
害

・
環

境
対

策
に

関
す

る
セ

ミ
ナ

ー
の

開
催

や
成

果
物

の
提

供
等

が
実

施
さ

れ
、

U
P

U
に

お
け

る
災

害
・
環

境
対

策
が

強
化

さ
れ

つ
つ

あ
る

。
ま

た
、

日
本

が
U

P
U

加
盟

国
に

働
き

掛
け

を
行

い
続

け
た

結
果

、
現

行
は

４
年

ご
と

に
廃

止
・
新

設
さ

れ
る

万
国

郵
便

条
約

を
恒

久
化

す
る

条
約

改
正

案
を

、
平

成
2
8
年

度
秋

開
催

の
U

P
U

大
会

議
に

提
出

す
る

こ
と

が
決

定
さ

れ
、

条
約

の
法

的
安

定
性

が
期

待
で

き
る

こ
と

と
な

っ
た

。
こ

れ
ら

の
こ

と
に

よ
り

、
国

内
外

の
利

用
者

の
利

便
性

の
向

上
に

寄
与

す
る

こ
と

が
で

き
た

た
め

、
目

標
を

達
成

す
る

こ
と

が
で

き
た

。

　
・
測

定
指

標
８

に
関

し
て

は
、

U
P

U
事

務
局

へ
の

総
務

省
出

向
者

２
名

を
維

持
す

る
こ

と
が

で
き

、
引

き
続

き
目

標
を

達
成

す
る

こ
と

が
で

き
た

。
災

害
・
環

境
対

策
に

つ
い

て
は

、
総

務
省

出
向

者
が

中
心

と
な

っ
て

、
災

害
危

機
管

理
に

関
す

る
指

針
の

と
り

ま
と

め
や

加
盟

国
セ

ミ
ナ

ー
の

開
催

等
を

行
う

こ
と

に
よ

り
、

郵
便

分
野

に
お

け
る

災
害

・
環

境
対

策
の

強
化

に
貢

献
す

る
こ

と
が

で
き

た
。

　
・
測

定
指

標
９

に
関

し
て

は
、

現
行

は
４

年
ご

と
に

廃
止

・
新

設
さ

れ
る

万
国

郵
便

条
約

の
恒

久
化

等
の

重
要

議
案

で
我

が
国

方
針

を
反

映
さ

せ
る

こ
と

に
成

功
し

、
引

き
続

き
目

標
を

上
回

っ
て

達
成

す
る

こ
と

が
で

き
た

。

重
要

議
案

に
お

け
る

我
が

国
方

針
の

達
成

率
8
0
％

以
上

　
　

　
　

　
　

　
　

　
【
2
7
年

度
】

イ

1
0
0
％

9
4
％

目
標

達
成

度
合

い
の

測
定

結
果

（
各

行
政

機
関

共
通

区
分

）
　

　
　

目
標

達
成

（
判

断
根

拠
）

主
要

な
測

定
指

標
１

、
４

、
５

、
６

、
９

を
含

む
全

て
の

測
定

指
標

で
目

標
を

達
成

し
て

い
る

こ
と

か
ら

、
「
目

標
達

成
」
と

判
断

し
た

。

政
策

の
分

析
(達

成
・
未

達
成

に
関

す
る

要
因

分
析

)

万
国

郵
便

連
合

（
U

P
U

）
に

お
け

る
災

害
・
環

境
対

策
の

強
化

及
び

条
約

の
法

的
安

定
性

の
確

保
に

よ
り

、
利

用
者

利
便

の
向

上
を

図
る

こ
と

8
U

P
U

活
動

へ
の

人
的

貢
献

（
職

員
の

派
遣

数
）

　
＜

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

＞

２
名

【
2
5
年

度
】

２
名

以
上

２
名

以
上

２
名

以
上

【
2
7
年

度
】

イ

２
名

２
名

重
要

議
案

に
お

け
る

我
が

国
方

針
の

達
成

率
8
0
％

以
上

⑨
重

要
議

案
に

お
け

る
我

が
国

方
針

の
達

成
率

　
＜

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

＞

9
5
.5

7
％

【
2
5
年

度
】

重
要

議
案

に
お

け
る

我
が

国
方

針
の

達
成

率
7
5
％

以
上

（
※

４
）
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次
期

目
標

等
へ

の
反

映
の

方
向

性

○
郵

政
民

営
化

法
等

の
一

部
を

改
正

す
る

等
の

法
律

に
基

づ
き

、
日

本
郵

政
グ

ル
ー

プ
各

社
等

に
対

し
必

要
な

監
督

を
行

い
、

健
全

な
業

務
運

営
、

事
業

展
開

を
確

保
す

る
こ

と
に

よ
り

、
利

用
者

利
便

の
向

上
を

図
る

こ
と

こ
れ

ま
で

の
取

組
を

引
き

続
き

進
め

て
い

く
こ

と
に

加
え

て
、

今
後

は
、

上
場

を
踏

ま
え

た
日

本
郵

政
グ

ル
ー

プ
各

社
の

企
業

価
値

の
向

上
と

同
時

に
、

平
成

2
7
年

９
月

の
情

報
通

信
審

議
会

答
申

を
踏

ま
え

た
郵

政
事

業
の

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

の
安

定
的

な
確

保
に

資
す

る
施

策
に

つ
い

て
も

検
討

し
て

い
く
こ

と
か

ら
、

施
策

目
標

を
「
郵

政
民

営
化

法
等

に
基

づ
き

、
日

本
郵

政
グ

ル
ー

プ
各

社
等

に
対

し
必

要
な

監
督

を
行

い
、

健
全

な
業

務
運

営
を

確
保

す
る

こ
と

に
よ

り
、

企
業

価
値

や
利

用
者

利
便

の
向

上
を

図
る

と
と

も
に

、
郵

政
事

業
の

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

を
確

保
す

る
こ

と
」
に

変
更

す
る

。

・
測

定
指

標
１

に
つ

い
て

は
、

平
成

2
7
年

1
1
月

の
上

場
を

踏
ま

え
、

引
き

続
き

、
郵

政
民

営
化

法
に

の
っ

と
り

、
郵

政
民

営
化

の
着

実
な

推
進

を
実

施
し

て
い

く
こ

と
と

す
る

。
・
測

定
指

標
２

に
つ

い
て

は
、

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

の
健

全
な

業
務

運
営

等
に

つ
い

て
は

郵
政

民
営

化
法

に
基

づ
い

て
引

き
続

き
確

保
し

て
い

く
が

、
平

成
2
8
年

度
か

ら
は

、
平

成
2
7
年

９
月

の
情

報
通

信
審

議
会

答
申

「
郵

政
事

業
の

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

確
保

と
郵

便
・
信

書
便

市
場

の
活

性
化

方
策

の
在

り
方

」
を

踏
ま

え
、

審
議

会
答

申
で

継
続

的
検

討
が

必
要

と
さ

れ
た

事
項

を
中

心
に

検
討

を
進

め
る

こ
と

か
ら

、
測

定
指

標
を

「
郵

政
事

業
の

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

の
確

保
の

た
め

の
取

組
を

実
施

」
に

変
更

す
る

。
目

標
値

に
つ

い
て

も
、

情
報

通
信

審
議

会
答

申
で

提
言

を
受

け
た

郵
便

の
サ

ー
ビ

ス
レ

ベ
ル

の
在

り
方

と
料

金
の

設
定

等
に

つ
い

て
検

討
す

る
こ

と
か

ら
、

「
郵

便
事

業
の

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

の
在

り
方

に
関

す
る

検
討

の
着

実
な

実
施

」
を

追
加

す
る

。
な

お
、

平
成

2
7
年

度
ま

で
目

標
と

し
て

い
た

郵
便

サ
ー

ビ
ス

水
準

の
維

持
（
郵

便
差

出
箱

の
本

数
、

週
６

日
１

日
１

回
以

上
配

達
、

送
達

日
数

達
成

率
）
に

つ
い

て
は

、
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
の

在
り

方
に

関
す

る
検

討
に

お
い

て
、

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

が
確

保
さ

れ
て

い
る

か
を

確
認

す
る

際
の

指
標

と
し

て
、

そ
の

妥
当

性
を

含
め

て
検

討
の

対
象

と
す

る
た

め
、

目
標

か
ら

削
除

す
る

。

○
信

書
便

事
業

分
野

に
お

い
て

健
全

な
競

争
環

境
が

整
備

さ
れ

る
こ

と
に

よ
り

、
新

規
参

入
が

活
発

に
な

り
、

同
分

野
に

お
け

る
サ

ー
ビ

ス
の

多
様

化
が

図
ら

れ
、

利
用

者
利

便
の

向
上

を
図

る
こ

と
こ

れ
ま

で
の

取
組

を
引

き
続

き
進

め
て

い
く
こ

と
に

加
え

て
、

今
後

は
、

測
定

指
標

５
で

達
成

し
た

制
度

改
正

に
伴

う
規

制
の

合
理

化
（
特

定
信

書
便

役
務

の
範

囲
拡

大
及

び
特

定
信

書
便

役
務

に
係

る
信

書
便

約
款

の
認

可
手

続
き

の
簡

素
化

）
に

関
す

る
周

知
活

動
等

も
行

う
こ

と
に

よ
り

、
サ

ー
ビ

ス
の

多
様

化
を

通
じ

た
市

場
の

活
性

化
や

利
用

者
利

便
の

向
上

に
更

に
取

り
組

む
こ

と
か

ら
、

施
策

目
標

を
「
信

書
便

事
業

分
野

に
お

い
て

健
全

な
競

争
環

境
が

整
備

さ
れ

る
こ

と
に

よ
り

、
サ

ー
ビ

ス
の

多
様

化
等

を
通

じ
た

市
場

の
活

性
化

や
利

用
者

利
便

の
向

上
が

実
現

す
る

こ
と

」
に

変
更

す
る

。

・
測

定
指

標
３

及
び

測
定

指
標

４
に

つ
い

て
は

、
こ

れ
ま

で
の

取
組

に
よ

り
新

規
参

入
の

活
発

化
に

は
一

定
の

成
果

が
あ

っ
た

と
こ

ろ
で

あ
る

が
、

平
成

2
7
年

1
2
月

に
法

改
正

に
よ

り
特

定
信

書
便

役
務

の
範

囲
が

拡
大

さ
れ

、
こ

れ
は

新
規

参
入

事
業

者
の

み
で

は
な

く
既

存
の

事
業

者
も

対
象

と
な

る
た

め
、

今
後

は
、

信
書

便
市

場
に

参
入

し
た

事
業

者
（
新

規
参

入
事

業
者

及
び

既
存

の
事

業
者

）
に

よ
る

活
動

実
績

を
把

握
す

る
観

点
か

ら
、

測
定

指
標

を
「
信

書
便

市
場

の
売

上
高

の
増

加
率

」
に

変
更

し
、

そ
の

目
標

を
「
信

書
便

市
場

の
売

上
高

の
増

加
率

が
事

業
者

数
の

増
加

率
を

上
回

る
こ

と
」
に

設
定

す
る

。

＜
新

た
な

測
定

指
標

の
設

定
＞

平
成

2
7
年

1
2
月

か
ら

施
行

さ
れ

た
「
郵

便
法

及
び

民
間

事
業

者
に

よ
る

信
書

の
送

達
に

関
す

る
法

律
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
」
の

内
容

を
含

む
信

書
制

度
及

び
信

書
便

制
度

に
関

す
る

事
業

者
及

び
利

用
者

の
認

知
度

の
向

上
を

通
じ

て
、

健
全

な
競

争
環

境
が

整
備

さ
れ

、
サ

ー
ビ

ス
の

多
様

化
等

を
通

じ
た

市
場

の
活

性
化

や
利

用
者

利
便

の
向

上
が

図
ら

れ
る

こ
と

か
ら

、
制

度
の

周
知

活
動

の
実

績
を

測
定

指
標

と
し

て
新

た
に

設
定

す
る

。

○
郵

便
・
信

書
便

分
野

に
お

け
る

規
制

の
合

理
化

を
図

り
、

サ
ー

ビ
ス

の
多

様
化

・
高

度
化

等
に

よ
る

郵
便

・
信

書
便

市
場

の
活

性
化

を
図

る
こ

と
本

施
策

目
標

に
つ

い
て

は
、

上
記

の
政

策
の

分
析

の
と

お
り

目
標

を
達

成
し

て
お

り
、

制
度

改
正

に
よ

る
郵

便
・
信

書
便

市
場

の
活

性
化

に
つ

い
て

は
「
信

書
便

市
場

の
売

上
高

の
増

加
率

」
で

確
認

し
て

い
く
こ

と
か

ら
削

除
す

る
。

○
各

国
と

の
政

策
協

議
等

の
実

施
及

び
郵

便
業

務
の

近
代

化
に

関
す

る
協

議
を

推
進

す
る

こ
と

よ
り

、
グ

ロ
ー

バ
ル

レ
ベ

ル
で

の
郵

便
業

務
の

改
善

を
図

る
こ

と
必

要
な

政
策

協
議

を
引

き
続

き
継

続
す

る
と

と
も

に
、

今
後

は
、

我
が

国
や

相
手

国
の

郵
便

制
度

・
業

務
の

改
善

に
向

け
て

、
一

層
取

り
組

ん
で

ま
い

り
た

い
。

次
期

施
策

目
標

に
つ

い
て

は
、

裨
益

者
の

違
い

に
も

注
目

し
つ

つ
、

イ
ン

フ
ラ

シ
ス

テ
ム

の
海

外
展

開
は

、
我

が
国

の
成

長
戦

略
に

お
い

て
も

重
要

で
あ

る
と

位
置

づ
け

ら
れ

て
い

る
（
「
日

本
再

興
戦

略
2
0
1
6
」
（
平

成
2
8
年

6
月

2
日

閣
議

決
定

）
、

「
イ

ン
フ

ラ
シ

ス
テ

ム
輸

出
戦

略
（
平

成
2
8
年

度
改

訂
版

）
」
（
平

成
2
8
年

5
月

2
3
日

経
協

イ
ン

フ
ラ

戦
略

会
議

決
定

）
等

）
こ

と
を

踏
ま

え
、

施
策

目
標

と
し

て
明

確
化

す
る

こ
と

と
し

、
「
各

国
と

政
策

協
議

等
を

実
施

し
、

我
が

国
及

び
相

手
国

の
郵

便
制

度
・
業

務
の

改
善

を
図

る
こ

と
」
及

び
「
新

興
国

・
途

上
国

に
お

け
る

日
本

型
郵

便
イ

ン
フ

ラ
シ

ス
テ

ム
の

海
外

展
開

を
実

現
し

、
相

手
国

の
郵

便
業

務
の

改
善

を
図

る
こ

と
」
を

設
定

す
る

こ
と

と
す

る
。

・
測

定
指

標
６

に
つ

い
て

は
、

目
標

を
上

回
っ

て
達

成
し

た
も

の
の

、
平

成
2
7
年

度
は

、
平

成
2
8
年

度
開

催
の

Ｕ
Ｐ

Ｕ
大

会
議

を
控

え
、

通
常

は
開

催
さ

れ
な

い
準

備
会

合
が

数
多

く
開

催
さ

れ
た

等
の

特
殊

要
因

が
あ

っ
た

た
め

、
平

成
2
7
年

度
の

実
績

値
に

代
え

て
、

平
成

2
6
年

度
の

実
績

値
を

基
に

、
従

来
の

目
標

（
４

回
以

上
）
を

上
回

る
目

標
（
５

回
以

上
）
を

設
定

し
、

我
が

国
及

び
相

手
国

の
郵

便
制

度
・
業

務
の

改
善

を
図

る
た

め
一

層
の

政
策

協
議

の
実

施
を

図
る

こ
と

と
す

る
。

・
測

定
指

標
７

に
つ

い
て

は
、

目
標

を
上

回
っ

て
達

成
し

た
こ

と
を

踏
ま

え
、

平
成

2
7
年

度
の

実
績

値
を

基
に

目
標

（
４

か
国

以
上

）
を

設
定

す
る

と
と

も
に

、
各

国
に

お
け

る
案

件
が

既
に

協
議

か
ら

具
体

的
な

協
力

案
件

の
実

施
の

段
階

に
移

っ
て

き
て

い
る

こ
と

を
踏

ま
え

、
新

た
に

測
定

指
標

を
「
日

本
型

郵
便

イ
ン

フ
ラ

シ
ス

テ
ム

の
海

外
展

開
に

関
す

る
協

力
案

件
が

実
施

さ
れ

て
い

る
国

数
」
に

変
更

し
、

日
本

型
郵

便
イ

ン
フ

ラ
シ

ス
テ

ム
の

海
外

展
開

を
一

層
推

進
す

る
こ

と
と

す
る

。

○
万

国
郵

便
連

合
（
U

P
U

）
に

お
け

る
災

害
・
環

境
対

策
の

強
化

及
び

条
約

の
法

的
安

定
性

の
確

保
に

よ
り

、
利

用
者

利
便

の
向

上
を

図
る

こ
と

環
境

対
策

の
取

組
み

や
、

法
的

安
定

性
の

確
保

に
向

け
た

取
組

み
は

平
成

2
8
年

内
に

区
切

り
が

つ
く
こ

と
を

踏
ま

え
、

次
期

施
策

目
標

に
つ

い
て

は
、

U
P

U
へ

の
貢

献
を

よ
り

幅
広

く
評

価
で

き
る

よ
う

「
万

国
郵

便
連

合
（
U

P
U

）
に

積
極

的
に

貢
献

し
て

我
が

国
の

地
位

及
び

発
言

力
を

高
め

る
こ

と
に

よ
り

、
U

P
U

が
定

め
る

国
際

郵
便

の
諸

制
度

に
我

が
国

方
針

を
反

映
さ

せ
る

こ
と

」
に

変
更

す
る

。
・
測

定
指

標
８

に
つ

い
て

は
、

目
標

を
達

成
し

た
も

の
の

、
U

P
U

事
務

局
に

お
け

る
人

事
の

状
況

及
び

U
P

U
に

お
け

る
我

が
国

の
地

位
及

び
発

言
力

を
確

保
し

て
い

く
必

要
性

等
を

踏
ま

え
、

昨
年

度
と

同
じ

く
２

名
以

上
の

総
務

省
出

向
者

を
派

遣
す

る
こ

と
と

し
、

引
き

続
き

Ｕ
Ｐ

Ｕ
に

人
的

な
貢

献
を

行
う

こ
と

と
す

る
。

・
測

定
指

標
９

に
つ

い
て

は
、

目
標

を
上

回
っ

て
達

成
し

た
も

の
の

、
一

般
に

国
際

会
議

で
は

我
が

国
に

と
っ

て
重

要
で

あ
っ

て
も

加
盟

国
間

で
大

き
く
利

害
が

対
立

す
る

議
案

が
審

議
さ

れ
る

可
能

性
が

あ
る

こ
と

を
踏

ま
え

、
昨

年
度

と
同

じ
水

準
の

目
標

（
8
0
％

以
上

）
を

設
定

す
る

こ
と

と
し

、
引

き
続

き
U

P
U

が
定

め
る

国
際

郵
便

の
諸

制
度

に
我

が
国

方
針

を
反

映
さ

せ
る

こ
と

と
す

る
。

な
お

、
8
0
％

に
つ

い
て

は
、

U
P

U
の

場
に

お
い

て
も

先
進

国
と

途
上

国
の

利
害

が
激

し
く
対

立
す

る
問

題
が

扱
わ

れ
る

こ
と

を
踏

ま
え

て
設

定
し

て
い

る
も

の
（
例

え
ば

、
前

回
（
2
0
1
2
年

）
の

U
P

U
大

会
議

に
お

け
る

U
P

U
条

約
の

改
正

に
関

す
る

我
が

国
方

針
の

達
成

率
は

8
2
％

）
。

評 価 結 果

・
上

述
の

と
お

り
、

各
施

策
目

標
の

達
成

を
通

じ
て

基
本

目
標

が
達

成
さ

れ
た

と
考

え
ら

れ
る

。
今

後
は

、
平

成
2
4
年

の
郵

政
民

営
化

法
の

改
正

や
平

成
2
7
年

の
日

本
郵

政
グ

ル
ー

プ
三

社
の

株
式

上
場

等
に

よ
っ

て
、

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

に
よ

る
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
の

安
定

的
な

提
供

、
企

業
価

値
や

利
用

者
利

便
の

向
上

等
が

重
要

な
課

題
と

な
っ

て
い

る
こ

と
を

踏
ま

え
、

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

に
対

し
て

引
き

続
き

適
切

に
監

督
を

行
う

こ
と

で
郵

政
民

営
化

を
着

実
に

推
進

す
る

と
同

時
に

今
後

の
郵

政
事

業
の

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

の
在

り
方

の
検

討
を

行
う

。
信

書
便

事
業

分
野

に
お

い
て

は
、

平
成

2
7
年

の
法

改
正

も
踏

ま
え

て
制

度
の

周
知

を
行

う
こ

と
で

、
市

場
の

活
性

化
や

利
用

者
利

便
の

向
上

を
図

る
。

国
際

分
野

に
お

い
て

は
、

郵
便

事
業

を
取

り
巻

く
グ

ロ
ー

バ
ル

な
環

境
の

変
化

を
踏

ま
え

、
国

際
的

な
郵

便
制

度
・

業
務

の
改

善
等

に
資

す
る

た
め

、
多

国
間

・
二

国
間

協
議

等
を

通
じ

、
新

た
な

制
度

環
境

整
備

へ
の

取
組

や
日

本
型

郵
便

イ
ン

フ
ラ

シ
ス

テ
ム

の
海

外
展

開
等

、
積

極
的

な
対

応
を

推
進

す
る

。

（
平

成
2
9
年

度
予

算
概

算
要

求
に

向
け

た
考

え
方

）

平
成

29
年

度
予

算
概

算
要

求
の

方
針

が
決

ま
っ

た
時

点
で

記
載

し
ま

す
。

 

8



※
２

　
「
年

度
ご

と
の

実
績

（
値

）
又

は
施

策
の

進
捗

状
況

（
実

績
）
」
欄

の
か

っ
こ

書
き

の
年

度
は

、
そ

の
測

定
指

標
の

直
近

の
実

績
（
値

）
の

年
度

を
示

し
て

い
る

。

※
１

　
政

策
と

は
、

「
目

標
管

理
型

の
政

策
評

価
の

実
施

に
関

す
る

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
（
平

成
2
5
年

1
2
月

2
0
日

政
策

評
価

各
府

省
連

絡
会

議
了

承
）
に

基
づ

く
別

紙
２

の
様

式
に

お
け

る
施

策
に

該
当

す
る

も
の

で
あ

る
。

※
３

　
凡

例
「
イ

」
：
目

標
達

成
、

「
ロ

」
：
目

標
未

達
成

で
あ

る
が

目
標

（
値

）
に

近
い

実
績

を
示

し
た

、
「
ハ

」
：
目

標
未

達
成

で
あ

り
目

標
（
値

）
に

近
い

実
績

を
示

し
て

い
な

い
、

「
－

」
：
目

標
期

間
が

終
了

し
て

い
な

い
。

※
４

　
測

定
指

標
に

お
け

る
目

標
の

達
成

状
況

を
示

し
て

い
る

。

担
当

部
局

課
室

名
情

報
流

通
行

政
局

　
郵

政
行

政
部

　
企

画
課

他
６

課
室

作
成

責
任

者
名

情
報

流
通

行
政

局
　

郵
政

行
政

部
　

企
画

課
長

　
岡

崎
　

毅
政

策
評

価
実

施
時

期
平

成
2
8
年

８
月

学
識

経
験

を
有

す
る

者
の

知
見

等
の

活
用

・
平

成
2
7
年

9
月

の
情

報
通

信
審

議
会

答
申

「
郵

政
事

業
の

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

確
保

と
郵

便
・
信

書
便

市
場

の
活

性
化

方
策

の
在

り
方

」
に

お
い

て
、

「
現

在
、

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

に
つ

い
て

は
、

日
本

郵
政

及
び

日
本

郵
便

の
責

任
と

経
営

努
力

に
よ

り
確

保
さ

れ
て

お
り

、
引

き
続

き
、

ま
ず

は
利

用
者

の
経

営
努

力
に

よ
る

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

の
維

持
・
確

保
を

求
め

る
こ

と
が

適
当

で
あ

る
。

」
ま

た
、

「
中

長
期

的
に

検
討

す
べ

き
方

策
と

し
て

、
郵

便
の

サ
ー

ビ
ス

レ
ベ

ル
の

在
り

方
と

料
金

の
設

定
、

政
策

的
な

低
廉

料
金

サ
ー

ビ
ス

に
対

す
る

コ
ス

ト
負

担
の

在
り

方
な

ど
の

検
討

が
必

要
」
と

の
提

言
が

あ
っ

た
。

・
平

成
2
8
年

７
月

、
×

×
大

学
○

学
部

の
○

○
○

○
教

授
か

ら
評

価
の

記
述

に
つ

い
て

御
意

見
を

い
た

だ
き

、
評

価
書

に
反

映
さ

せ
た

。

政
策

評
価

を
行

う
過

程
に

お
い

て
使

用
し

た
資

料
そ

の
他

の
情

報

・
平

成
2
8
年

9
月

情
報

通
信

審
議

会
答

申
「
郵

政
事

業
の

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

確
保

と
郵

便
・
信

書
便

市
場

の
活

性
化

方
策

の
在

り
方

」
（
h
tt

p
:/

/
w

w
w

.s
o
u
m

u
.g

o
.jp

/
m

ai
n
_c

o
n
te

n
t/

0
0
0
3
7
8
4
2
7
.p

d
f）

・
「
日

本
再

興
戦

略
2
0
1
6
」
（
h
tt

p
:/

/
w

w
w

.k
an

te
i.g

o
.jp

/
jp

/
si

n
gi

/
ke

iz
ai

sa
is

e
i/

p
d
f/

2
0
1
6
_h

o
m

b
u
n
1
.p

d
f、

h
tt

p
:/

/
w

w
w

.k
an

te
i.g

o
.jp

/
jp

/
si

n
gi

/
ke

iz
ai

sa
is

e
i/

p
d
f/

2
0
1
6
_h

o
m

b
u
n
2
.p

d
f）

・
「
イ

ン
フ

ラ
シ

ス
テ

ム
輸

出
戦

略
（
平

成
2
8
年

度
改

訂
版

）
」
（
h
tt

p
:/

/
w

w
w

.k
an

te
i.g

o
.jp

/
jp

/
si

n
gi

/
ke

ik
yo

u
/
d
ai

2
4
/
ke

tt
e
i.p

d
f）

「
総

務
省

の
政

策
評

価
に

関
す

る
有

識
者

会
議

」
の

先
生

か
ら

の
御

指
摘

等
に

つ
い

て
も

、
後

ほ
ど

記
載

し

ま
す

。
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（ ）

一般会計

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

総務省設置法第4条第1項
第79号、第79号の2及び第79号の3

主要政策・施策

単位

者

億円

信書便事業への新規参入
者数

成果実績

目標値 者

達成度

定量的な成果目標

成果指標

％

定量的な成果目標

郵便物が差し出された日か
ら三日以内に送達すること

達成度 ％

100 100

信書便事業の活性化

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

％

71

郵便局ネットワーク水準の
維持

実施方法

100

定量的な成果目標

成果指標

事業番号

郵政行政における適正な監督 担当部局庁 情報流通行政局郵政行政部 作成責任者

事業開始年度

委託・請負、その他

担当課室 企画課 課長　岡崎　毅

事業名

会計区分

28年度

0

翌年度へ繰越し 0

計

その他の事項経費

0

61

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

％

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

　郵政民営化法等に基づき、日本郵政グループ各社に対して必要な監督・検査等を行う。信書便事業については、民間事業者等による信書の送達に関する法律
に基づいて、検査等を行うとともに、市場の活性化や利用者の認知度の向上を図るため、制度の周知・広報活動を推進する。また、監督業務等の適切な遂行に資
するため、郵政事業のユニバーサルサービスの確保や郵便・信書便事業における競争環境整備のための調査のほか、郵政事業を取り巻く経済の情況、物流・金
融等の業界動向や行政・産業界での取組等の調査等を行う。

0

81

0 0

0

達成度 ％

郵便局数

目標値

成果指標 26年度

25年度

52

億円

目標値

27年度
中間目標

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

0

25年度

0

送達日数達成率

成果実績

本

単位

補正予算

平成１５年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　郵政民営化法等に基づき、日本郵政グループ各社に対して、必要な監督・検査等を実施し、民営化の成果を国民が実感できるような事業展開の促進及び郵政
事業のユニバーサルサービスの確保を図る。また、信書便事業について、民間事業者による信書の送達に関する法律に基づき、信書便事業者に対して必要な監
督・検査等を行うとともに、信書制度及び信書便制度の周知・広報活動を推進し、信書便市場の活性化や健全な発展を図る。

前年度から繰越し 0 0

成果実績

目標値

成果指標 単位

局
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

局

平成２８年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

81 71 52 52 0

61 39

執行率（％） 75% 86% 75%

郵便サービス水準の維持 郵便差出箱の本数

成果実績 本

目標値

％

信書便事業の活性化 信書便事業市場の規模

成果実績

97 97 97 97

　 0130

年度28

28 年度

28 年度

28 年度

28 年度

115 128

100

24,000

目標最終年度

年度

98.6 98.6

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

24,000

24,470 24,452

24,000

0

52

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

182,839 181,521

180,000 180,000 180,000 180,000

24,511

24,000

中間目標 目標最終年度

年度

30

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

30 30

25年度 26年度 27年度

30 29

30

-

チェック
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15

2.7

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

52.1 0

庁費

活動指標

年度

- - - -

26/4

28年度活動見込

8 9.2 6.5

政策判断の基礎資料となる調査研究の実施件数
件

16 -

目標値 回

単位

調査研究執行額（百万円）／調査研究数（件）

単位当たり
コスト

百万円/件

-

26/446/5

28年度当初予算

単位

事業者及び利用者への信書制度及び信書便制度の周
知活動の実施（信書便制度説明会の開催数15回以上）

6.7

単位

6 5 4

計算式 百万円/件

6.5

48/6

26年度

0.3

職員旅費

26年度 27年度

15

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算

内
訳

（
単
位
：
百
万
円

）

中間目標 目標年度

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

　信書便事業については、平成15年の制度改正で信書の送達が民間開放され、その後、信書便事業者の参入が一定程度進んでいるところ、事業者及
び利用者への制度の周知・広報活動（各地での説明会開催、周知用ポスター、チラシ等の作製等）を実施することにより、信書制度の遵守が徹底される
とともに事業者の創意工夫を凝らしたサービスの提供が進むため、サービスの多様化等を通じた信書便市場の活性化や利用者利便の向上に寄与す
る。
　また、日本郵政グループ各社に対する監督業務や郵政事業のユニバーサルサービスの確保に資する各種調査研究等を実施することにより、日本郵
政グループの健全な業務運営が確保されるとともに、将来にわたっても郵政事業のユニバーサルサービスが確保されるための方策が具体化し、それが
実施されることとなるため、日本郵政グループ各社の企業価値や利用者利便の向上及び郵政事業のユニバーサルサービスの確保に寄与する。

歳出予算目

28

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

6 5 4 4

4

年度

29年度要求 主な増減理由

25年度

定量的指標 25年度

42.4

計

実績値 回 15

諸謝金

委員等旅費

施策 郵政民営化の着実な推進

政策 Ⅵ　郵政行政

郵政事業のユニバーサルサービスの確保のための取組
を実施

郵便事
業のユ
ニバー
サル

サービ
スの在り
方に関
する検
討の着
実な実

施

30

平成27年9月の情報通信審議会答申においてユニバーサルサービ
ス確保のために継続的検討とされた事項について検討する場の設
置に向けた調整を進める。

施策の進捗状況（実績）

「郵政事業のユニバーサルサービス確保と郵便・信書便市場の活性
化方策の在り方」（H27.9.28情報通信審議会答申）

定性的指標 目標 施策の進捗状況（目標）
目標年度

日本郵
政グ

ループ
の事業
展開の
促進を
実施

30

平成24年の郵政民営化法の改正や平成27年の日本郵政グループ
三社の株式上場等によって、日本郵政グループによるユニバーサル
サービスの安定的な提供、企業価値の向上、利用者利便の向上等
が重要な課題となっていることを踏まえ、日本郵政グループに対して
適切に監督を行うことで、郵政民営化を着実に推進する。

施策の進捗状況（実績）

・日本郵政、ゆうちょ銀行及びかんぽ生命保険の株式上場（平成27
年11月）
・郵政民営化法（平成17年法律第97号）等に基づく監督
・「郵政事業のユニバーサルサービス確保と郵便・信書便市場の活
性化方策の在り方」（平成27年９月情報通信審議会答申）

測
定
指
標

定性的指標 目標 施策の進捗状況（目標）
目標年度

郵政民営化の着実な推進を実施

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価

12



-

日本郵政グループ及び信書便事業者に対する監督は法令に
基づき監督機関（行政）が実施するものである。

○

評　価項　　目

日本郵政グループ及び信書便事業者に対する監督は法令に
基づき監督機関（行政）が実施するものである。

目標最終年度

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

-

目標値

中間目標計画開始時
27年度 28年度

事業名

日本郵政グループ及び信書便事業者の監督の在り方、方向
性の検討等に活用している。

- - -

○

経費の積算及び仕様の作成に当たっては、費目・使途を事業
目的に即し、必要なものに限定している。

単位

○

競争入札を利用し、競争性を確保しながら支出先を選定して
いるが、「郵政事業のユニバーサルサービスコストの算定手
法の在り方等に関する調査研究」について、一者応札であっ
たため入札辞退者にヒアリング等を実施したところ、「十分な
人員を割けない」などの入札辞退者側の都合により、結果とし
て一者入札となった。

○

点検結果

改善の
方向性

引き続き、競争入札による競争性の確保や経費の効率的執行に努める。

本件施策は、郵政事業の経営主体である日本郵政グループや信書便事業者を適正に監督するために必要な調査・分析を行うものであり、監督
機関（行政）として必要なものである。また、調査等により得られた成果については、日本郵政グループ等の監督の在り方・方向性の検討等に活
用されている。

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

有

年度
K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

日本郵政グループ及び信書便事業者に対する監督は法令に
基づき監督機関（行政）が実施するものである。

複数社から見積もりを取り、単位当たりコスト等の水準の妥当
性について確認している。

- -

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

‐

成果実績は成果目標に見合ったものとなっている。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○
費用・使途を事業目的に即し必要なものに限定しており、活動
実績も見込みに見合ったものとなっている。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

事業目的に即し効率的あるいは低コストな手段・方法及びコ
ストを検討し事業を実施している。

点
検
・
改
善
結
果

成果実績

事業実施の際、経費の効率的執行に努めている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

年度

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

年度

-

-

国
費
投
入
の
必

要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： -

事業所管部局による点検・改善

ＫＰＩ
（第一階層）

-

-

-

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

チェック
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0139.0140.0141.0142.0143.0144.

0137

平成23年度

0133

0134, 0135, 0136, 0137, 新24-0

外部有識者の所見

平成26年度

調査研究の目的は理解できます。ただし、平成１５年度からの調査研究がどのような形で事業目的である「民営化の成果を国民が実感できるような事業展開の促
進」、「郵政事業のユニバーサル・サービスの確保」、「信書便市場の活性化や健全な発展」に寄与したのかが明確ではありません。たとえば調査研究によって成果
目標の指標がどのような形で影響を受けたのか、調査研究を実施しない場合にどのような影響を受けるのか等が明確でなく、評価を困難にしています。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

0140, 0141, 0142, 0143

0135

平成24年度

平成27年度

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

平成22年度

14



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

金　額
(百万円）

A..(株)三菱総合研究所

6
費目・使途

（「資金の流れ」に
おいてブロックご

とに最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

2.7

研究員

その他

使　途

人件費

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

人件費研究者

費　目

0.9

B.（株）三菱総合研究所

金　額
(百万円）

13

ヒアリング旅費、印刷製本秘

費　目 使　途

計 13 計 6.9

C..(株)タイム・エージェント D.D.PWCあらた監査法人

費　目 使　途

事務経費
通信費（郵便料金）、物品購入費（調査用封
筒）、調査モニター謝礼 等

2.3 人件費 研究員

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 研究者 1.1

計 3.4 計 2.7

印刷製本費 信書便年報の印刷製本 0.5

使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費 信書便年報の梱包発送 0.6

計計 1.1 0

E.東海電子印刷（株） F. 

費　目

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

総務省
39百万円

注）うち、12百万円は国内
検査旅費や監督・検査等に
係る物品費等に支出。

C.(株)タイム・エージェント
3百万円

【総合評価入札】

郵便のサービス水準等に関する調査研究

D.PWCあらた監査法人
3百万円

【総合評価入札】

保険計理に係る監督基準等に関する調査

B（株）三菱総合研究所
7百万円

【一般競争入札】

郵便局における金融サービス等に関する調査研究

A.(株)三菱総合研究所
13百万円

【総合評価入札】

郵政事業のユニバーサルサービスコストの算定等に関
する調査研究

E.東海電子印刷（株）
1百万円

信書便年報の印刷製本・発送

【一般競争入札】

15



支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

E

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

.東海電子印刷（株）
信書便年報の印刷製本・発
送

1.1 一般競争入札

PWCあらた監査法人 8010005011876
保険計理に係る監督基準
等に関する調査

2.7 総合評価入札 3 100％

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

.(株)三菱総合研究所

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ

名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - - -

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

87.5％1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）三菱総合研究所 6010001030403
郵便局における金融サービ
ス等に関する調査研究

6.9 総合評価入札 3

1
.(株)タイム・エージェ
ント

2011001013392
郵便のサービス水準等に関
する調査研究

3.4 一般競争入札 2 79.2％

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

1 93％

法　人　番　号
入札者数

（応募者数）
落札率契約方式

総合評価入札6010001030403 13

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

郵政事業のユニバーサル
サービスコストの算定等に
関する調査研究

チェック
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（ ）

-

25年度

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

3 4 3

2

-

年度

25年度 26年度 27年度
中間目標 目標最終年度

年度

- 100 100

- 100 100 100

95.6

-

目標最終年度

年度

- 1 4

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- 133

75

100 94

80

118

0 0

42

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

　 0131

年度28

28 年度

28 年度

80

- 100 100

- 4

計算式 百万円/件

6.5

18.9/3

26年度

目標値

単位

2 2 2

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標

％

平成２８年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

46 47 40 42 0

42 40

執行率（％） 91% 89% 100%

通商交渉など、国際場裏等
における対処方針や対外
説明に、情報収集等の結
果を活用した割合を100%と
する。

通商交渉など、国際場裏等
における対処方針や対外
説明に、情報収集等の結
果を活用した割合

成果実績 ％

平成１５年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

達成度

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

郵政行政に係る国際関係の円滑な推進のため、諸外国事情の情報収集・調査、関連する国際会議等への出席等を行うことにより、国民の利益確保の観点
から的確な政策立案に資する。

前年度から繰越し 0 0

成果実績

目標値

成果指標 単位

％

11.2/315.7/4

0

日本型郵便インフラシステ
ムの海外展開に関する協
力案件が実施されている国
数

成果実績

％

単位

0

補正予算

百万円

40

単位

調査研究執行額（百万円）／調査研究件数（件）

単位当たり
コスト

27年度
中間目標

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

0

25年度

42

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

件

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

国際郵便に関する諸制度の改廃に当たって我が国施策・方針を反映させるとともに、国際的な協議・調整等に当たって相互理解を促進させるため、万国郵
便連合（ＵＰＵ）や世界貿易機関（ＷＴＯ）、経済連携協定（ＥＰＡ）／自由貿易協定（ＦＴＡ）等の関係諸会合に積極的に参画する。また、日本型郵便インフラシ
ステムの海外展開に向けた調整のため、関係国への出張等を行う。加えて、我が国の政策の企画立案及び国際機関や諸外国政府との協議・政策調整に
当たって、適時適切に対応するため、諸外国における郵政事業に関する最新の情報・動向等を調査するほか、国際事務の円滑な実施のため、外部委託に
より、関係資料の翻訳、校閲及び通訳業務を実施する。

0 0

46

0 0

0 0

万国郵便連合（ＵＰＵ）の重
要議案における我が国方
針の達成率

目標値

成果指標 26年度

25年度

事業番号

郵政行政に係る国際政策の推進に必要な情報収集 担当部局庁 情報流通行政局郵政行政部 作成責任者

事業開始年度

直接実施、委託・請負

担当課室 郵便課国際企画室 室長　中山　裕司

事業名

会計区分

28年度

0

翌年度へ繰越し 0

計

その他の事項経費

0

47

万国郵便連合（ＵＰＵ）の重
要議案における我が国方
針の達成率を80％以上と
する。

実施方法

定量的な成果目標

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

件

件

日本型郵便インフラシステ
ムの海外展開に関する協
力案件が実施されている国
数を4か国以上とする。

達成度 ％

％

政策判断の基礎資料となる情報収集・調査研究の実施
件数

13/2

28年度活動見込

6.3 3.9 3.7

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

総務省設置法第4条第1項第79号、第79号の2、3、第80
号

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

定量的な成果目標

活動実績

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

一般会計

チェック

17



政
策
評
価

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

-

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - - -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - -

測
定
指
標

目標年度

年度 28 年度

計

実績値 回 4

職員旅費（外国旅費）

施策 郵政民営化の着実な推進

政策 Ⅵ　郵政行政

定量的指標 単位 25年度 26年度 27年度

年度

万国郵便連合（ＵＰＵ）の重要議案における我が国方針
の達成率＜アウトプット指標＞

％ 75

4

80

年度

29年度要求 主な増減理由

定量的指標 25年度
中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

海外出張等を行うことは、以下のように３つの施策目標の達成に寄与する。①各国と政策協議等を実施することにより、我が国が各国の制度等に関
する情報を入手できるとともに、我が国の制度等に関する情報が各国に共有されるため、我が国及び相手国の郵便制度・業務の改善に寄与する。
②新興国・途上国に日本型郵便インフラシステムの海外展開に関する協力案件が実施されることにより、我が国の優れた業務ノウハウや関連技術
が提供されるため、相手国の郵便業務の改善に寄与する。③UPUの各種会合に参加し議論に寄与することは、UPUへの積極的な貢献を通じた我が
国の地位及び発言力の向上につながるため、UPUが定める国際郵便の諸制度に我が国方針を反映させることに寄与する。

-

歳出予算目

28

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

5

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

-

庁費

-

達成度 ％ -

23

単位

-

95.6 100 94

目標値

二国間・多国間政策協議等への参画回数＜アウトプッ
ト指標＞

80 80

日本型郵便インフラシステムの海外展開に関する協力
案件が実施されている国数＜アウトプット指標＞

実績値 国

28年度当初予算

1 2 4

目標値 国 -

％実績値

-

定量的指標 単位 25年度 27年度
中間目標

26年度
目標年度

年度

年度 年度

-成果実績

中間目標

- -

年度

10

目標値 回

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- - -

単位
計画開始時

27年度 28年度

4 4 4

42 0

年度

中間目標

-

-

目標値

5

目標最終年度

19

-

18



事業所管部局による点検・改善

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

国
費
投
入
の
必
要
性

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

点
検
・
改
善
結
果

職員旅費について、出張者数、出張日数等を切り詰めて効
率化している他、複数社からの見積り取得を行っている。ま
た、規定上ビジネスクラスに搭乗できる者についてもエコノ
ミークラスに搭乗するなど、経費削減に努めている。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○ 見込みに見合った実績となっている。

‐

○

無

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

調査項目の精査、複数社からの見積り取得等により、効果
的、低コストでの実施に努めている。

成果目標に見合った実績となっている。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

上述のとおり、政策の立案や諸外国政府との政策調整に当
たり必要な情報収集であるため、国により実施する必要があ
る。

一般競争入札及び複数社からの見積り取得の結果であり、
単位当たりコストの水準は妥当である。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

有

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点検結果

改善の
方向性

　外国出張旅費については、従前より、国が責任をもって出張する必要がある案件に絞り込んで出張しており、今後とも同様の方針に沿って出
張を行う。また、諸外国の郵政行政に関する情報の収集については、従前からアタッシェを活用しつつアタッシェでは収集が困難な情報収集を
行っており、今後とも同様の方針に沿って情報収集を行う。
　これまでも効率的な執行に努めてきたところであるが、より一層の効率的な執行に努める。

　総務省は、郵政事業及び信書便事業に係る政策立案、規制監督を所掌しており、政策立案、国際会議における協議及び諸外国政府との政
策調整等に適切に対応するため、日本郵政グループの民営化後も、これらの事業分野に係る政策についての最新の情報を継続して把握しな
ければならず、本事業が必要不可欠である。調達に当たっては競争入札により競争性を確保している他、旅費についても効率的な執行を行っ
ており、本事業は適切に執行されている。

事業名

‐

情報収集・調査研究結果を対外説明や国際場裏における対
処方針へ活用している。

○

調査項目の精査等を行っており、真に必要なものに限定して
いる。

○

一般競争入札により競争性が確保されている。

○

評　価項　　目

広く国民に利用される郵便等に関する我が国の政策の立案
や諸外国政府との政策調整を行うに当たり必要な情報収集
であり、国民や社会のニーズに合致している。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

上述のとおり、政策の立案や諸外国政府との政策調整に当
たり必要な情報収集であるため、国により実施する必要があ
る。

○

19



平成22年度

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

0136

平成24年度

平成27年度平成25年度

0145

平成26年度

「国際郵便に関する諸制度の改廃にあたって日本の政策・方針を反映させる」との目標の中で、これらの分野に関する最新の情報を継続的に把握する必要性は
理解できます。予算の半分が海外出張であり、そのためのコスト削減努力にも好感が持てます。ただ、成果指標の設定に裁量性が働く可能性も否定できず、事業
成果の評価を困難にしています。たとえば通商交渉等の過程で情報収集の成果を活用した割合にいたっては、情報がどのように交渉過程で生かされたのかに関
する具体例に乏しく、すべての年度で活用割合100％となる指標では、情報収集の費用に対する効果の測定は、困難です。さらに、もうひとつの成果指標である
達成率（UPUの重要議案において日本の方針を反映させる割合）は、次の案件132と同一の成果指標ですが、成果目標に照らして131と132の案件で重複した予
算計上がないか（削減の余地がある可能性はないか）気になります。

関連する過去のレビューシートの事業番号

0134

0138

外部有識者の所見

0146

0138

平成23年度

20



※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

計 3 計 1

C.　日通旅行（株） D.　三菱総研

費　目 使　途

物品購入費等 会議場、通訳、車両等の手配 3 人件費 調査研究に係る人件費

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 9 計 0.6

費　目 使　途
金　額

(百万円）

9

B. （株）エァクレーレン

人件費情報収集業務等に係る人件費

費　目

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

翻訳業務に係る人件費

使　途

人件費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

1

金　額
(百万円）

A. （一財）マルチメディア振興センター

0.6

チェック

総務省
４０百万円

諸外国における郵政
事業に関する最新の情
報・動向の調査・収集

D. 民間企業２社

２百万円

C. 民間企業３社

６百万円

【一般競争入札等】

A.（一財）マルチメディア
振興センター

【一般競争入札】

B. （株）エァクレーレン

１百万円

【一般競争入札等】

郵政行政に関する資料
等の翻訳及び英文校閲
の実施

うち、２１百万円は外国出張
に係る職員旅費及び前渡金等

に支出。

調査研究の実施

海外要人の招聘等に
係る業務の実施

（合計額のずれは四捨五入によるもの）
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支出先上位１０者リスト
A.

B

C

D

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

諸外国における郵政事業
に関する最新の情報・動向
の調査・収集の請負

1 98.9％

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

一般競争入札3010405010524 9

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

1

2 株式会社大和総研 5010601035884
海外における国際郵便料
金水準の整合性に関する
調査研究の請負

1
随意契約
（少額）

- -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

3

1

2

日通旅行（株） 4010601042469
第７回日中郵政政策対話
に係る事務の請負

3.1 一般競争入札 2 99.9％

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

 （株）エァクレーレン 4010401004009
郵政行政に関する資料等
の翻訳の請負

0.6
随意契約
（少額）

随意契約
（少額）

2  （株）エァクレーレン 4010401004009
郵政行政に関する資料等
の英文校閲の請負

0.3

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - - -

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

（一財）マルチメディ
ア振興センター

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

（株）エモック・エン
タープライズ

2010401005495
ミャンマー連邦共和国要人
の招聘に係る事務の請負

2.5 一般競争入札 5 73.6％

（株）エモック・エン
タープライズ

2010401005495
タイ王国要人の招聘に係る
事務の請負

0.3
随意契約
（少額）

- -

株式会社三菱総合
研究所

6010001030403
英国における国際郵便収
支の整理方法等に関する
調査研究の請負

1
随意契約
（少額）

- -

チェック
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（ ）

1 1 1

1 1

一般会計

活動実績

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

当初見込み

件

活動指標

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
総務省設置法第4条第1項第80号

主要政策・施策

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標

分担金の負担実施件数(ＡＰＰＵ分担金)

活動指標

1 1

分担金の負担実施件数(UPU分担金)
件

％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

270

万国郵便連合（ＵＰＵ）の重
要議案における我が国方
針の達成率を８０％とする。

実施方法

事業番号

国際機関への貢献 担当部局庁 情報流通行政局郵政行政部 作成責任者

事業開始年度

負担

担当課室 郵便課国際企画室 室長　中山　裕司

事業名

会計区分

28年度

▲ 8

翌年度へ繰越し 0

計

その他の事項経費

0

222

予備費等

29年度要求

予算
の状
況

当初予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

ＵＰＵは、郵便業務の質の向上及び郵便分野における国際協力の増進等に寄与するために設立された郵便業務に関する国連の専門機関である。また、ＡＰＰ
ＵはＵＰＵ憲章第８条に基づき、アジア＝太平洋地域内における郵便業務に特有な諸問題の解決を図り、郵便の利便向上に資するため設立された機関であ
る。本事業は、ＵＰＵ憲章２１条及びＡＰＰＵ憲章第１３条に基づく加盟国の義務として連合の経費を賄うための分担金を負担するとともに、ＵＰＵにおける災害対
策の強化を支援することを目的として、財政的支援を行うもの。

0
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0 0

0

万国郵便連合（ＵＰＵ）の重
要議案における我が国方
針の達成率。

25年度

291

予算額・
執行額

（単位:百万円）

26年度 27年度

0

▲ 10

0

補正予算

平成１５年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

効率的で利用しやすい普遍的な郵便業務の質の永続的発展の促進及び郵便分野の国際協力の増進に寄与するため、万国郵便連合（ＵＰＵ）及びアジア＝太
平洋郵便連合（ＡＰＰＵ）の構成国として分担金を負担するとともに、ＵＰＵにおける災害対策強化の活動の支援を通じ、郵便業務に関する国際政策形成に当
たって我が国の政策を反映させ、利用者利便の向上及びグローバルレベルでの郵便業務の改善を図る。

前年度から繰越し 0 0

成果実績

目標値

成果指標 単位

％
成果目標及び成

果実績
（アウトカム）

定量的な成果目標

％

平成２８年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

222 262 291 320 0

262 291

執行率（％） 100% 100% 100%

単位

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

単位

活動実績 件

当初見込み 件

単位

1 1 1

拠出金の負担実施件数（ＵＰＵ拠出金）
活動実績 件

当初見込み 件

　 0132

年度28

80

万国郵便憲章第２１条及びアジア=太平洋郵便連合憲章第１
３条

25年度 26年度 27年度
目標最終年度

- 133

75

100 94

80

118

0

320

関係する計画、
通知等

達成度

中間目標

年度

95.6

-

25年度

28年度活動見込

25年度 26年度 27年度 28年度活動見込

1 1 1

1

28年度活動見込

1 1 1 1

25年度 26年度

26年度 27年度

1 1 1

27年度

-

チェック
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-

80

目標最終年度

234.7

単位当たり
コスト

単位

-

-

目標値

中間目標

27年度

27年度

単位当たり
コスト

算出根拠

千円

319.9 0

年度

- 75 80

算出根拠

28年度活動見込

190,388 232,911 249,608

分担金の負担実施件数(ＡＰＰＵ分担金)／件

計画開始時
27年度 28年度

- - -

単位
年度

94

目標値 ％

K
P
I

(

第
一
階
層

）
- -

本事業の成果と改革項目・KPIとの関係

- -

単位

分担金の負担実施件数(ＵPU分担金)／件

単位当たり
コスト 千円

26年度 27年度

36,203

単位当たり
コスト

拠出金の負担実施件数（ＵＰＵ拠出金）／件

30,800

成果実績

759/1

25年度

計算式

年度

30800/1 36203/1

年度

-

249608/1

1049/1 1073/1

28年度活動見込

39,900

負担額/件

単位

単位当たり
コスト

39900/1

232911/1

759 1,049 1,073

25年度 26年度 28年度活動見込

28年度当初予算

単位

-

万国郵便連合（ＵＰＵ）の重要議案における我が国方針
の達成率＜アウトプット指標＞

42.6

計算式 負担額/件 190,388/1

26年度

42.6

政府開発援助万国郵便連
合分担金

-

達成度 ％ -

改革
項目

分野： -

26年度 27年度

100

平
成
2
8
・
2
9
年
度
予
算
内
訳

（
単

位
：
百
万
円

）

ＫＰＩ
（第一階層）

-

中間目標 目標年度

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

我が国がUPUに拠出金を支払うとともに、UPUにおける災害対策の強化を支援することは、UPUへの積極的な貢献を通じた我が国の地位及び発言力
の向上につながるため、UPUが定める国際郵便の諸制度に我が国方針を反映させることに寄与する。

-

歳出予算目

28 年度

29年度要求 主な増減理由

25年度

定量的指標 25年度

計算式 負担額/件

計

実績値 ％ 95.6

万国郵便連合分担金

万国郵便連合拠出金

単位当たり
コスト

算出根拠

千円

施策 郵政民営化の着実な推進

政策 Ⅵ　郵政行政

測
定
指
標

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

27年度 28年度
中間目標 目標最終年度

年度 年度 年度

-

成果実績 - - - - -

目標値 - - - - -

達成度 ％ - - - - -

経
済
・
財
政
再
生

ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ

ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

政
策
評
価
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分担金については、ＵＰＵ及びＡＰＰＵ加盟国の責務として、
我が国が実施する必要があり、また、拠出金については、Ｕ
ＰＵのプロジェクトの実施は、構成国からの拠出金で維持さ
れており、国以外の主体に委ねることはできない。

○

評　価項　　目

ＵＰＵ及びＡＰＰＵは、郵便の利便向上に資するために設立さ
れた機関であり、これらの組織に国力に見合う貢献を行い、
その意思決定等に我が国方針を反映させ、もって利用者利
便の向上を図ることは、国民や社会のニーズを反映するもの
である。

○

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

事業名

‐

○

分担金及び拠出金ともに、構成国としての国力に見合う貢献
の維持及び国益の確保の観点から、真に必要なものに限定
されている。

‐

‐

点検結果

改善の
方向性

分担金については、連合加盟国の責務として分担金を引き続き負担。拠出金については、ＵＰＵ事務局と緊密な連携を図ることで、プロジェクト
の進捗状況を随時確認し、適切な予算執行管理に努める。

分担金については、我が国は最大等級を負担しつつ、ＵＰＵの郵便業務理事会議長及び管理理事会第二委員会共同議長の職を担い、連合の
意思決定及び組織運営に大きく貢献・関与している。また、拠出金については、ＵＰＵの災害対策強化の活動に充てられており、当該拠出によ
り、当該分野において我が国の貢献を拡大しているとともに、国際会議の場においてＵＰＵ事務局長が謝辞を述べるなど、我が国の貢献につい
ての情報発信も行われている。分担金については、ＵＰＵのプログラム及び予算に関する報告書（Programme and Budget）及びＡＰＰＵの財務報
告書（Report of certified public accountant and financial statements)において、分担金の使途等を確認しており、その執行は適切であると考え
る。また、拠出金については、ＵＰＵの定例会合において、ＵＰＵ事務局の災害対策プログラムの進捗状況に関する文書等を確認したところ、適
切に執行されている。災害対策プログラムは国際郵便業務の持続可能な発展に資するものであり、当該プログラムへ拠出することは有意義で
ある。

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

分担金については、ＵＰＵ及びＡＰＰＵ加盟国の責務として、
我が国が実施する必要がある。また、拠出金については、Ｕ
ＰＵのプロジェクトの実施は、構成国からの拠出金で維持さ
れており、我が国も構成国としての国力に見合う貢献の維持
及び国益の確保の観点から、当該施策を実施する必要があ
る。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

‐

成果目標に見合った成果実績を挙げている。

事業番号

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○ 活動実績は見込みに合ったものとなっている。

‐

○

○

一般競争入札、総合評価入札又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

所管府省・部局名

点
検
・
改
善
結
果

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

‐

受益者との負担関係は妥当であるか。

国
費
投
入
の
必
要
性

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

事業所管部局による点検・改善
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※平成27年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

0146, 0147,  0148

0139

平成23年度

0135

0139, 0140,  0141

外部有識者の所見

金　額
(百万円）

A.　万国郵便連合

1

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

平成26年度

「普遍的な郵便業務の質の永続的発展の促進」、「郵便分野の国際協力の増進」、「郵便業務に関する国際政策形成に日本の政策を反映させる」といった事業目
的は理解できます。また分担金、拠出金についてその使途や執行状況を把握する姿勢にも好感が持てます。しかし、案件131と同じ成果指標である達成率（UPU
の重要議案において日本の方針を反映させる割合）は、何を重要議案とみなすのかという点で裁量性があるようにおもわれます。また議案提出等の行動が、どの
ような形で「郵便業務の質の永続的発展の促進」に寄与しているのか、「郵便業務に対する国際政策形成に日本の政策を反映」できているのか、丁寧な説明が望
まれます。

関連する過去のレビューシートの事業番号

平成25年度

拠出金
連合の活動経費の財政的負担（特に災害対
策の強化支援）

連合の活動経費の財政的負担

40

使　途

分担金

0146, 0147,  0148

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

0137

平成24年度

平成27年度

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

分担金連合の活動経費の財政的負担

費　目

B.　アジア＝太平洋郵便連合

金　額
(百万円）

250

平成22年度

費　目 使　途

計 290 計 1

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載 チェック

連合の活動経費総務省
２９１百万円

Ａ．万国郵便連合

２９０百万円

Ｂ．アジア＝太平洋郵便連合

１百万円

【分担金】【拠出金】

【分担金】

連合の活動経費

・ 経常経費（APPU事務局

に係る人件費及び物件

費）

連合の活動経費

・ 経常経費（UPU事務局

に係る人件費及び物件費）

・ UPU英語グループ分担

金

・ 連合における災害対策

の強化に係る財政的支援

26



支出先上位１０者リスト
A.

B

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

万国郵便連合

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

-

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 - - - - - - -

1

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式
入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

アジア＝太平洋郵便
連合

連合の活動経費の財政的
負担

1 - -

- -

法　人　番　号
入札者数
（応募者

数）
落札率契約方式

-290

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

連合の活動経費の財政的
負担

チェック
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目
標

年
度

主
要

な
政

策
に

係
る

政
策

評
価

の
事

前
分

析
表

（
平

成
2
8
年

度
実

施
政

策
）

政
策

（
※

１
）
名

政
策

1
5
：
郵

政
民

営
化

の
着

実
な

推
進

担
当

部
局

課
室

名
情
報
流
通
行
政
局
　
郵
政
行
政
部

企
画
課
他
６
課
室

作
成

責
任

者
名

情
報
流
通
行
政
局
　
郵
政
行
政
部
　
企
画
課

長 岡
崎
　
毅

政
策

の
概

要

郵
政

民
営

化
法

等
に

基
づ

き
、

民
営

化
の

成
果

を
国

民
が

実
感

で
き

る
事

業
展

開
の

促
進

及
び

郵
政

事
業

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
の

確
保

を
図

る
た

め
、

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

各
社

に
対

す
る

必
要

な
監

督
を

行
う

。
信

書
便

事
業

に
つ

い
て

は
、

民
間

事
業

者
に

よ
る

信
書

の
送

達
に

関
す

る
法

律
に

基
づ

き
、

信
書

便
事

業
者

に
対

す
る

必
要

な
監

督
を

行
う

と
と

も
に

、
信

書
制

度
及

び
信

書
便

制
度

の
周

知
・
広

報
活

動
を

推
進

す
る

こ
と

に
よ

り
、

信
書

便
市

場
の

活
性

化
や

、
利

用
者

利
便

の
向

上
を

図
る

。
さ

ら
に

、
各

国
と

の
政

策
協

議
や

万
国

郵
便

連
合

（
U

P
U

）
へ

の
積

極
的

貢
献

等
を

通
じ

て
、

国
際

郵
便

に
係

る
業

務
・
制

度
の

改
善

や
日

本
型

郵
便

イ
ン

フ
ラ

シ
ス

テ
ム

の
海

外
展

開
を

促
進

す
る

。

分
野

【
政

策
体

系
上

の
位

置
付

け
】

測
定

指
標

の
選

定
理

由
、

施
策

目
標

と
測

定
指

標
の

関
係

性
（
因

果
関

係
）

及
び

目
標

（
値

）
（
水

準
・
目

標
年

度
）
の

設
定

の
根

拠
年

度
ご

と
の

実
績

（
値

）
（
※

２
）

基
準

年
度

2
8
年

度
2
9
年

度
3
0
年

度

郵
政
行
政

基
本

目
標

【
達

成
す

べ
き

目
標

及
び

目
標

設
定

の
考

え
方

・
根

拠
】

平
成

2
4
年

の
郵

政
民

営
化

法
の

改
正

や
平

成
2
7
年

の
日

本
郵

政
グ

ル
ー

プ
三

社
の

株
式

上
場

等
に

よ
っ

て
、

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

に
よ

る
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
の

安
定

的
な

提
供

、
企

業
価

値
や

利
用

者
利

便
の

向
上

等
が

重
要

な
課

題
と

な
っ

て
い

る
た

め
、

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

に
対

し
て

適
切

に
監

督
を

行
う

こ
と

で
、

郵
政

民
営

化
を

着
実

に
推

進
す

る
。

国
際

分
野

に
お

い
て

は
、

郵
便

事
業

を
取

り
巻

く
グ

ロ
ー

バ
ル

な
環

境
の

変
化

を
踏

ま
え

、
国

際
的

な
郵

便
制

度
・
業

務
の

改
善

等
に

資
す

る
た

め
、

多
国

間
・
二

国
間

協
議

等
を

通
じ

、
新

た
な

制
度

環
境

整
備

へ
の

取
組

や
日

本
型

郵
便

イ
ン

フ
ラ

シ
ス

テ
ム

の
海

外
展

開
等

、
積

極
的

な
対

応
を

推
進

す
る

。

政
策

評
価

実
施

予
定

時
期

平
成

3
1
年

８
月

施
策

目
標

　
　

　
　

　
　

　
　

測
定

指
標

（
数

字
に

○
を

付
し

た
測

定
指

標
は

、
主

要
な

測
定

指
標

）
基

準
（
値

）
目

標
（
値

）

年
度

ご
と

の
目

標
（
値

）

3
0
年

度

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

の
事

業
展

開
の

促
進

を
実

施

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

の
事

業
展

開
の

促
進

を
実

施

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

の
事

業
展

開
の

促
進

を
実

施

平
成

2
7
年

1
1
月

に
日

本
郵

政
、

ゆ
う

ち
ょ

銀
行

及
び

か
ん

ぽ
生

命
保

険
の

株
式

が
上

場
さ

れ
た

。
日

本
郵

政
グ

ル
ー

プ
は

、
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
の

安
定

的
な

提
供

を
行

う
と

と
も

に
、

企
業

価
値

を
更

に
向

上
さ

せ
る

必
要

が
あ

る
。

ま
た

、
郵

政
民

営
化

法
に

お
い

て
、

郵
政

民
営

化
が

多
様

で
良

質
な

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
を

通
じ

利
用

者
の

利
便

の
向

上
を

図
る

こ
と

を
目

的
と

す
る

こ
と

も
踏

ま
え

、
「
郵

政
民

営
化

の
着

実
な

推
進

を
実

施
」
を

測
定

指
標

と
し

て
設

定
。

併
せ

て
、

郵
政

民
営

化
の

成
果

を
国

民
が

実
感

で
き

る
よ

う
な

「
日

本
郵

政
グ

ル
ー

プ
の

事
業

展
開

の
促

進
を

実
施

」
を

目
標

と
し

て
設

定
。

―
―

―

郵
政

民
営

化
法

等
に

基
づ

き
、

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

各
社

等
に

対
し

必
要

な
監

督
を

行
い

、
健

全
な

業
務

運
営

を
確

保
す

る
こ

と
に

よ
り

、
企

業
価

値
や

利
用

者
利

便
の

向
上

を
図

る
と

と
も

に
、

郵
政

事
業

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
を

確
保

す
る

こ
と

①
郵

政
民

営
化

の
着

実
な

推
進

を
実

施 　
＜

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

＞

日
本

郵
政

、
ゆ

う
ち

ょ
銀

行
及

び
か

ん
ぽ

生
命

保
険

の
株

式
上

場
（
平

成
2
7
年

1
1
月

）

郵
政

民
営

化
法

（
平

成
1
7
年

法
律

第
9
7
号

）
等

に
基

づ
く
監

督

「
郵

政
事

業
の

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

確
保

と
郵

便
・
信

書
便

市
場

の
活

性
化

方
策

の
在

り
方

」
（
平

成
2
7

年
９

月
情

報
通

信
審

議
会

答
申

）

「
今

後
の

郵
政

民
営

化
の

推
進

の
在

り
方

に
関

す
る

郵
政

民
営

化
委

員
会

の
所

見
」
（
平

成
2
7
年

1
2
月

）

2
7
年

度
日

本
郵

政
グ

ル
ー

プ
の

事
業

展
開

の
促

進
を

実
施

（
総

務
省

2
8
－

⑮
）
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人
口

減
少

や
電

子
メ

ー
ル

の
利

用
の

拡
大

に
よ

り
郵

便
物

数
が

減
少

す
る

な
ど

、
郵

便
事

業
を

取
り

巻
く
環

境
が

厳
し

く
な

っ
て

お
り

、
日

本
郵

便
に

責
務

と
し

て
課

せ
ら

れ
て

い
る

郵
政

事
業

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
が

将
来

に
わ

た
っ

て
も

安
定

的
に

確
保

さ
れ

る
こ

と
が

必
要

で
あ

り
、

「
郵

政
事

業
の

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

の
確

保
の

た
め

の
取

組
を

実
施

」
を

測
定

指
標

と
し

て
設

定
。

郵
便

局
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
に

つ
い

て
は

、
長

年
に

わ
た

り
国

民
共

有
の

財
産

と
し

て
築

き
上

げ
ら

れ
、

そ
の

郵
便

局
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
を

通
じ

て
、

郵
政

事
業

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
が

国
民

に
提

供
さ

れ
る

こ
と

を
踏

ま
え

、
「
郵

便
局

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

水
準

の
維

持
（
郵

便
局

数
：
約

2
4
,0

0
0
局

）
」
を

目
標

と
し

て
設

定
。

（
郵

便
局

の
設

置
水

準
の

維
持

（
国

会
附

帯
決

議
）
）

ま
た

、
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
の

確
保

に
つ

い
て

は
、

平
成

2
7
年

９
月

の
情

報
通

信
審

議
会

答
申

に
お

い
て

、
「
サ

ー
ビ

ス
レ

ベ
ル

の
在

り
方

と
料

金
の

設
定

」
、

「
政

策
的

な
低

廉
料

金
サ

ー
ビ

ス
に

対
す

る
コ

ス
ト

負
担

の
在

り
方

」
、

「
郵

便
局

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

維
持

に
係

る
コ

ス
ト

負
担

の
在

り
方

」
な

ど
が

中
長

期
的

課
題

と
し

て
継

続
的

な
検

討
が

必
要

と
提

言
さ

れ
て

い
る

こ
と

を
踏

ま
え

、
「
郵

便
事

業
の

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

の
在

り
方

に
関

す
る

検
討

の
着

実
な

実
施

」
を

目
標

と
し

て
設

定
。

【
参

考
】

（
平

成
2
6
年

度
値

）
郵

便
局

数
　

　
2
4
,4

7
0
局

郵
便

差
出

箱
の

本
数

　
　

1
8
1
,5

2
1
本

送
達

日
数

達
成

率
　

　
9
8
.6

％

（
平

成
2
5
年

度
値

）
郵

便
局

数
　

　
2
4
,5

1
1
局

郵
便

差
出

箱
の

本
数

　
　

1
8
2
,8

3
9
本

送
達

日
数

達
成

率
　

　
9
8
.6

％

（
平

成
2
4
年

度
値

）
郵

便
局

数
　

　
2
4
,5

2
5
局

郵
便

差
出

箱
の

本
数

　
　

1
8
1
,8

9
5
本

送
達

日
数

達
成

率
　

　
9
8
.5

％

（
平

成
2
3
年

度
値

）
郵

便
局

数
　

　
2
4
,5

1
4
局

郵
便

差
出

箱
の

本
数

　
　

1
8
5
,4

0
9
本

送
達

日
数

達
成

率
　

　
9
8
.6

％

―
―

―

3
0
年

度

郵
便

事
業

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
の

在
り

方
に

関
す

る
検

討
の

着
実

な
実

施

郵
便

事
業

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
の

在
り

方
に

関
す

る
検

討
の

着
実

な
実

施

郵
便

事
業

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
の

在
り

方
に

関
す

る
検

討
の

着
実

な
実

施

―
―

―

2

郵
政

事
業

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
の

確
保

の
た

め
の

取
組

を
実

施 　
＜

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
＞

郵
便

局
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
水

準
の

維
持

（
郵

便
局

数
：
約

2
4
,0

0
0
局

）
2
7
年

度
3
0
年

度

郵
便

局
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
水

準
の

維
持

（
郵

便
局

数
：
約

2
4
,0

0
0
局

）

郵
便

局
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
水

準
の

維
持

（
郵

便
局

数
：
約

2
4
,0

0
0
局

）

郵
便

局
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
水

準
の

維
持

（
郵

便
局

数
：
約

2
4
,0

0
0
局

）

郵
便

局
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
水

準
の

維
持

（
郵

便
局

数
：
約

2
4
,0

0
0
局

）

「
郵

政
事

業
の

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

確
保

と
郵

便
・
信

書
便

市
場

の
活

性
化

方
策

の
在

り
方

」
（
H

2
7
.9

.2
8

情
報

通
信

審
議

会
答

申
）

2
7
年

度

郵
便

事
業

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
の

在
り

方
に

関
す

る
検

討
の

着
実

な
実

施
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事
業

者
及

び
利

用
者

へ
の

信
書

制
度

及
び

信
書

便
制

度
の

周
知

活
動

の
実

施
（
信

書
便

制
度

説
明

会
の

開
催

数
1
5
回

以
上

）

3
0
年

度

事
業

者
及

び
利

用
者

へ
の

信
書

制
度

及
び

信
書

便
制

度
の

周
知

活
動

の
実

施
（
信

書
便

制
度

説
明

会
の

開
催

数
1
5
回

以
上

）

事
業

者
及

び
利

用
者

へ
の

信
書

制
度

及
び

信
書

便
制

度
の

周
知

活
動

の
実

施
（
信

書
便

制
度

説
明

会
の

開
催

数
1
5
回

以
上

）

事
業

者
及

び
利

用
者

へ
の

信
書

制
度

及
び

信
書

便
制

度
の

周
知

活
動

の
実

施
（
信

書
便

制
度

説
明

会
の

開
催

数
1
5
回

以
上

）

信
書

便
制

度
説

明
会

の
開

催
数

1
6
回

2
7
年

度

各
国

と
政

策
協

議
等

を
実

施
し

、
我

が
国

及
び

相
手

国
の

郵
便

制
度

・
業

務
の

改
善

を
図

る
こ

と
⑤

二
国

間
・
多

国
間

政
策

協
議

等
へ

の
参

画
回

数
　

＜
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
指

標
＞

５
回

2
6
年

度

④
信

書
便

市
場

の
売

上
高

の
増

加
率

　
＜

ア
ウ

ト
カ

ム
指

標
＞

平
成

2
6
年

度
の

信
書

便
市

場
の

売
上

高
の

対
前

年
度

増
加

率
（
1
.1

1
倍

）
が

平
成

2
6

年
度

末
事

業
者

数
の

対
前

年
度

末
増

加
率

（
1
.0

6
倍

）
を

上
回

っ
た

。
（
2
6
年

度
）

2
7
年

度

信
書

便
事

業
分

野
に

お
い

て
健

全
な

競
争

環
境

が
整

備
さ

れ
る

こ
と

に
よ

り
、

サ
ー

ビ
ス

の
多

様
化

等
を

通
じ

た
市

場
の

活
性

化
や

利
用

者
利

便
の

向
上

が
実

現
す

る
こ

と

3
事

業
者

及
び

利
用

者
へ

の
信

書
制

度
及

び
信

書
便

制
度

の
周

知
活

動
の

実
施

　
＜

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

＞

信
書

便
市

場
の

売
上

高
の

増
加

率
が

事
業

者
の

増
加

率
を

上
回

る
こ

と
。

3
0
年

度

５
回

以
上

3
0
年

度

５
回

以
上

５
回

以
上

５
回

以
上

イ
ン

タ
ー

ネ
ッ

ト
の

普
及

に
よ

り
紙

媒
体

で
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
が

電
子

媒
体

に
代

替
さ

れ
る

一
方

、
電

子
商

取
引

が
進

展
し

国
境

を
越

え
た

モ
ノ

の
輸

送
が

増
大

す
る

と
い

う
グ

ロ
ー

バ
ル

な
環

境
変

化
が

生
じ

て
い

る
現

状
を

踏
ま

え
、

こ
う

し
た

環
境

変
化

に
応

じ
て

郵
便

業
務

・
制

度
の

改
善

を
行

う
た

め
に

は
、

政
策

協
議

等
を

通
じ

て
定

期
的

に
各

国
の

制
度

等
に

関
す

る
情

報
を

収
集

す
る

と
と

も
に

、
我

が
国

の
制

度
等

に
関

す
る

情
報

を
提

供
す

る
必

要
が

あ
る

こ
と

か
ら

、
二

国
間

・
多

国
間

政
策

協
議

等
へ

の
参

画
回

数
を

測
定

指
標

と
し

て
設

定
。

な
お

、
平

成
2
7
年

度
は

、
平

成
2
8
年

度
開

催
の

U
P

U
 大

会
議

を
控

え
、

通
常

は
開

催
さ

れ
な

い
準

備
会

合
が

数
多

く
開

催
さ

れ
た

等
の

特
殊

要
因

が
あ

り
（
参

画
回

数
は

1
0

回
）
、

基
準

値
と

し
て

ふ
さ

わ
し

く
な

い
た

め
、

平
成

2
6
年

度
の

数
値

を
基

準
値

と
し

、
こ

の
数

値
を

基
に

目
標

値
を

記
載

し
て

い
る

。

【
参

考
】

（
平

成
2
7
年

度
値

）
参

画
回

数
　

　
1
0
回

（
平

成
2
6
年

度
値

）
参

画
回

数
　

　
５

回

（
平

成
2
5
年

度
値

）
参

画
回

数
　

　
４

回

―
―

―

基
本

的
通

信
手

段
の

一
つ

で
あ

る
信

書
の

送
達

事
業

に
つ

い
て

は
、

利
用

者
の

選
択

の
機

会
の

拡
大

、
事

業
者

に
よ

る
創

意
工

夫
に

よ
る

多
様

な
サ

ー
ビ

ス
の

提
供

に
よ

り
、

国
民

利
用

者
の

利
便

の
向

上
を

図
る

こ
と

が
、

平
成

1
5
年

の
制

度
創

設
時

か
ら

求
め

ら
れ

て
い

る
。

ま
た

、
郵

便
・
信

書
便

市
場

の
活

性
化

を
図

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
郵

便
・
信

書
便

分
野

に
お

け
る

規
制

の
合

理
化

を
内

容
と

し
た

改
正

信
書

便
法

が
平

成
2
7
年

1
2
月

に
施

行
さ

れ
た

こ
と

を
受

け
、

信
書

制
度

及
び

信
書

便
制

度
の

周
知

活
動

を
推

進
す

る
こ

と
に

よ
り

、
事

業
者

の
創

意
工

夫
を

凝
ら

し
た

サ
ー

ビ
ス

提
供

が
進

み
、

信
書

便
市

場
の

活
性

化
や

利
便

性
の

向
上

が
図

ら
れ

る
こ

と
か

ら
、

制
度

の
周

知
活

動
の

実
績

及
び

信
書

便
市

場
に

参
入

し
た

事
業

者
（
新

規
参

入
事

業
者

及
び

既
存

の
事

業
者

）
に

よ
る

活
動

実
績

を
測

定
指

標
と

し
て

設
定

。
な

お
、

目
標

値
で

あ
る

制
度

説
明

会
の

開
催

数
は

、
平

成
2
5
年

度
か

ら
平

成
2
7
年

度
の

開
催

数
の

平
均

値
を

用
い

て
い

る
。

【
参

考
】

（
平

成
2
7
年

度
値

）
年

度
末

の
事

業
者

数
　

　
4
6
9
者

事
業

者
の

増
加

数
　

　
3
3
者

（
対

前
年

度
比

1
.0

8
倍

）
信

書
便

制
度

説
明

会
の

開
催

数
　

　
　

1
6
回

（
平

成
2
6
年

度
値

）
年

度
末

の
事

業
者

数
　

　
4
3
6
者

事
業

者
の

増
加

数
　

　
2
4
者

（
対

前
年

度
比

1
.0

6
倍

）
売

上
高

　
　

1
2
8
億

円
（
対

前
年

度
比

1
.1

1
倍

）
信

書
便

制
度

説
明

会
の

開
催

数
　

　
　

1
5
回

（
平

成
2
5
年

度
値

）
年

度
末

の
事

業
者

数
　

　
4
1
2
者

事
業

者
の

増
加

数
　

　
1
5
者

（
対

前
年

度
比

1
.0

4
倍

）
売

上
高

　
 1

1
5
億

円
（
対

前
年

度
比

1
.0

8
倍

）
信

書
便

制
度

説
明

会
の

開
催

数
　

　
　

1
5
回

（
平

成
2
4
年

度
値

）
年

度
末

の
事

業
者

数
　

　
　

3
9
7
者

事
業

者
の

増
加

数
　

　
2
3
者

（
対

前
年

度
比

1
.0

6
倍

）
売

上
高

　
　

1
0
6
億

円
（
対

前
年

度
比

1
.1

6
倍

）
信

書
便

制
度

説
明

会
の

開
催

数
　

　
　

1
6
回

―
―

―

信
書

便
市

場
の

売
上

高
の

増
加

率
が

事
業

者
数

の
増

加
率

を
上

回
る

こ
と

。

信
書

便
市

場
の

売
上

高
の

増
加

率
が

事
業

者
数

の
増

加
率

を
上

回
る

こ
と

。

信
書

便
市

場
の

売
上

高
の

増
加

率
が

事
業

者
数

の
増

加
率

を
上

回
る

こ
と

。

―
―

―
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3
0
年

度

４
か

国
以

上
４

か
国

以
上

４
か

国
以

上

郵
便

の
交

換
を

行
う

多
く
の

新
興

国
・
途

上
国

に
は

、
正

確
性

・
迅

速
性

に
お

い
て

高
い

品
質

を
有

す
る

日
本

の
郵

便
シ

ス
テ

ム
に

対
す

る
高

い
ニ

ー
ズ

が
あ

る
現

状
を

踏
ま

え
、

こ
れ

ら
の

国
々

に
お

け
る

郵
便

の
近

代
化

・
高

度
化

へ
の

取
組

み
を

支
援

す
る

た
め

、
日

本
型

郵
便

イ
ン

フ
ラ

シ
ス

テ
ム

の
海

外
展

開
に

関
す

る
具

体
的

な
協

力
案

件
が

実
施

さ
れ

て
い

る
新

興
国

・
途

上
国

の
数

を
指

標
と

し
て

設
定

。

【
参

考
】

（
平

成
2
7
年

度
値

）
協

力
案

件
実

施
国

数
　

　
４

か
国

（
ミ

ャ
ン

マ
ー

、
ベ

ト
ナ

ム
、

タ
イ

、
ロ

シ
ア

）

（
平

成
2
6
年

度
値

）
協

力
案

件
実

施
国

数
　

　
２

カ
国

（
ミ

ャ
ン

マ
ー

、
ベ

ト
ナ

ム
）

（
平

成
2
5
年

度
値

）
協

力
案

件
実

施
国

数
　

　
１

カ
国

（
ミ

ャ
ン

マ
ー

）
―

―
―

新
興

国
・
途

上
国

に
お

け
る

日
本

型
郵

便
イ

ン
フ

ラ
シ

ス
テ

ム
の

海
外

展
開

を
実

現
し

、
相

手
国

の
郵

便
業

務
の

改
善

を
図

る
こ

と

⑥

日
本

型
郵

便
イ

ン
フ

ラ
シ

ス
テ

ム
の

海
外

展
開

に
関

す
る

協
力

案
件

が
実

施
さ

れ
て

い
る

国
数

　
＜

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

＞

４
か

国
2
7
年

度
４

か
国

以
上

3
0
年

度

２
名

以
上

２
名

以
上

２
名

以
上

U
P

U
に

お
い

て
、

全
世

界
共

通
の

国
際

郵
便

に
関

す
る

ル
ー

ル
の

制
定

や
改

廃
が

実
施

さ
れ

て
い

る
現

状
を

踏
ま

え
、

我
が

国
と

し
て

積
極

的
に

U
P

U
に

貢
献

し
、

我
が

国
の

方
針

を
U

P
U

が
定

め
る

国
際

郵
便

の
諸

制
度

に
反

映
す

る
必

要
が

あ
る

と
こ

ろ
、

U
P

U
へ

の
人

的
貢

献
度

及
び

我
が

国
方

針
の

達
成

度
を

評
価

・
把

握
す

る
た

め
、

U
P

U
事

務
局

へ
の

派
遣

職
員

数
及

び
重

要
議

案
に

お
け

る
我

が
国

方
針

の
達

成
率

を
指

標
と

し
て

設
定

。

【
参

考
】

（
平

成
2
6
年

度
値

）
職

員
派

遣
数

　
　

２
名

重
要

議
案

に
お

け
る

我
が

国
方

針
の

達
成

率
　

　
1
0
0
％

（
平

成
2
5
年

度
値

）
職

員
派

遣
数

　
　

２
名

重
要

議
案

に
お

け
る

我
が

国
方

針
の

達
成

率
　

　
9
5
.5

7
％

（
平

成
2
4
年

度
値

）
職

員
派

遣
数

　
　

２
名

（
平

成
2
3
年

度
値

）
職

員
派

遣
数

　
　

２
名

―
―

―

万
国

郵
便

連
合

(U
P

U
)に

積
極

的
に

貢
献

し
て

我
が

国
の

地
位

及
び

発
言

力
を

高
め

る
こ

と
に

よ
り

、
U

P
U

が
定

め
る

国
際

郵
便

の
諸

制
度

に
我

が
国

方
針

を
反

映
さ

せ
る

こ
と

7
U

P
U

活
動

へ
の

人
的

貢
献

（
職

員
の

派
遣

数
）

　
＜

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

＞
　

２
名

2
7
年

度
２

名
以

上

⑧
重

要
議

案
に

お
け

る
我

が
国

方
針

の
達

成
率

　
＜

ア
ウ

ト
プ

ッ
ト

指
標

＞
9
4
％

2
7
年

度
重

要
議

案
に

お
け

る
我

が
国

方
針

の
達

成
率

8
0
％

以
上

3
0
年

度

重
要

議
案

に
お

け
る

我
が

国
方

針
の

達
成

率
8
0
％

以
上

重
要

議
案

に
お

け
る

我
が

国
方

針
の

達
成

率
8
0
％

以
上

重
要

議
案

に
お

け
る

我
が

国
方

針
の

達
成

率
8
0
％

以
上

―
―

―
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達
成

手
段

（
開

始
年

度
）

予
算

額
（
執

行
額

）
（
※

３
）

関
連

す
る

指
標

(※
４

)
達

成
手

段
の

概
要

等
平

成
2
8
年

度
行

政
事

業
レ

ビ
ュ

ー
事

業
番

号
2
6
年

度
2
7
年

度
2
8
年

度

郵
政

民
営

化
法

等
に

基
づ

き
、

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

各
社

に
対

し
て

必
要

な
監

督
・
検

査
等

を
行

う
。

信
書

便
事

業
に

つ
い

て
は

、
民

間
事

業
者

等
に

よ
る

信
書

の
送

達
に

関
す

る
法

律
に

基
づ

い
て

、
検

査
等

を
行

う
と

と
も

に
、

市
場

の
活

性
化

や
利

用
者

の
認

知
度

の
向

上
を

図
る

た
め

、
制

度
の

周
知

・
広

報
活

動
を

推
進

す
る

。
ま

た
、

監
督

業
務

等
の

適
切

な
遂

行
に

資
す

る
た

め
、

郵
政

事
業

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
の

確
保

や
郵

便
・
信

書
便

事
業

に
お

け
る

競
争

環
境

整
備

の
た

め
の

調
査

の
ほ

か
、

郵
政

事
業

を
取

り
巻

く
経

済
の

情
況

、
物

流
・
金

融
等

の
業

界
動

向
や

行
政

・
産

業
界

で
の

取
組

等
の

調
査

等
を

行
う

。

【
成

果
指

標
（
ア

ウ
ト

カ
ム

）
】

・
郵

便
局

数
：
2
4
,0

0
0
局

（
平

成
2
8
年

度
）

・
郵

便
差

出
箱

の
本

数
：
1
8
0
,0

0
0
本

（
平

成
2
8
年

度
）

・
送

達
日

数
達

成
率

：
9
7
％

（
平

成
2
8
年

度
）

・
信

書
便

事
業

へ
の

新
規

参
入

者
数

：
3
0
者

（
平

成
2
8
年

度
）

・
信

書
便

事
業

市
場

の
規

模
：
1
0
0
億

円
（
平

成
2
8
年

度
）

【
活

動
指

標
（
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）
】

・
政

策
判

断
の

基
礎

資
料

と
な

る
調

査
研

究
の

実
施

件
数

：
４

件
（
平

成
2
8
年

度
）

【
施

策
目

標
等

の
達

成
又

は
測

定
指

標
の

推
移

に
対

す
る

寄
与

の
内

容
】

信
書

便
事

業
に

つ
い

て
は

、
平

成
1
5
年

の
制

度
改

正
で

信
書

の
送

達
が

民
間

開
放

さ
れ

、
そ

の
後

、
信

書
便

事
業

者
の

参
入

が
一

定
程

度
進

ん
で

い
る

と
こ

ろ
、

事
業

者
及

び
利

用
者

へ
の

制
度

の
周

知
・
広

報
活

動
（
各

地
で

の
説

明
会

開
催

、
周

知
用

ポ
ス

タ
ー

、
チ

ラ
シ

等
の

作
製

等
）
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

信
書

制
度

の
遵

守
が

徹
底

さ
れ

る
と

と
も

に
事

業
者

の
創

意
工

夫
を

凝
ら

し
た

サ
ー

ビ
ス

の
提

供
が

進
む

た
め

、
サ

ー
ビ

ス
の

多
様

化
等

を
通

じ
た

信
書

便
市

場
の

活
性

化
や

利
用

者
利

便
の

向
上

に
寄

与
す

る
。

ま
た

、
日

本
郵

政
グ

ル
ー

プ
各

社
に

対
す

る
監

督
業

務
や

郵
政

事
業

の
ユ

ニ
バ

ー
サ

ル
サ

ー
ビ

ス
の

確
保

に
資

す
る

各
種

調
査

研
究

等
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

日
本

郵
政

グ
ル

ー
プ

の
健

全
な

業
務

運
営

が
確

保
さ

れ
る

と
と

も
に

、
将

来
に

わ
た

っ
て

も
郵

政
事

業
の

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

が
確

保
さ

れ
る

た
め

の
方

策
が

具
体

化
し

、
そ

れ
が

実
施

さ
れ

る
こ

と
と

な
る

た
め

、
日

本
郵

政
グ

ル
ー

プ
各

社
の

企
業

価
値

や
利

用
者

利
便

の
向

上
及

び
郵

政
事

業
の

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

の
確

保
に

寄
与

す
る

。

0
1
3
0

(2
)

郵
政

行
政

に
係

る
国

際
政

策
の

推
進

に
必

要
な

情
報

収
集

（
平

成
1
5
年

度
）

4
7
百

万
円

（
4
2
百

万
円

）
4
0
百

万
円

（
4
0
百

万
円

）
4
2
百

万
円

5
,6

,8

国
際

郵
便

に
関

す
る

諸
制

度
の

改
廃

に
当

た
っ

て
我

が
国

施
策

・
方

針
を

反
映

さ
せ

る
と

と
も

に
、

国
際

的
な

協
議

・
調

整
等

に
当

た
っ

て
相

互
理

解
を

促
進

さ
せ

る
た

め
、

万
国

郵
便

連
合

（
U

P
U

）
や

世
界

貿
易

機
関

（
W

T
O

）
、

経
済

連
携

協
定

（
E
P

A
）
／

自
由

貿
易

協
定

（
F
T
A

）
等

の
関

係
諸

会
合

に
積

極
的

に
参

画
す

る
。

ま
た

、
日

本
型

郵
便

イ
ン

フ
ラ

シ
ス

テ
ム

の
海

外
展

開
に

向
け

た
調

整
の

た
め

、
関

係
国

へ
の

出
張

等
を

行
う

。
加

え
て

、
我

が
国

の
政

策
の

企
画

立
案

及
び

国
際

機
関

や
諸

外
国

政
府

と
の

協
議

・
政

策
調

整
に

当
た

っ
て

、
適

時
適

切
に

対
応

す
る

た
め

、
諸

外
国

に
お

け
る

郵
政

事
業

に
関

す
る

最
新

の
情

報
・
動

向
等

を
調

査
す

る
ほ

か
、

国
際

事
務

の
円

滑
な

実
施

の
た

め
、

外
部

委
託

に
よ

り
、

関
係

資
料

の
翻

訳
、

校
閲

及
び

通
訳

業
務

を
実

施
す

る
。

【
成

果
指

標
（
ア

ウ
ト

カ
ム

）
】

・
万

国
郵

便
連

合
（
U

P
U

）
の

重
要

議
案

に
お

け
る

我
が

国
方

針
の

達
成

率
：
8
0
％

（
平

成
2
8
年

度
）

・
通

商
交

渉
な

ど
、

国
際

場
裏

等
に

お
け

る
対

処
方

針
や

対
外

説
明

に
、

情
報

収
集

等
の

結
果

を
活

用
し

た
割

合
：

1
0
0
％

（
平

成
2
8
年

度
）

・
日

本
型

郵
便

イ
ン

フ
ラ

シ
ス

テ
ム

の
海

外
展

開
に

関
す

る
協

力
案

件
が

実
施

さ
れ

て
い

る
国

数
：
４

件
（
平

成
2
8
年

度
）

【
活

動
指

標
（
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）
】

・
政

策
判

断
の

基
礎

資
料

と
な

る
情

報
収

集
・
調

査
研

究
の

実
施

件
数

：
２

件
（
平

成
2
8
年

度
）

【
施

策
目

標
等

の
達

成
又

は
測

定
指

標
の

推
移

に
対

す
る

寄
与

の
内

容
】

海
外

出
張

等
を

行
う

こ
と

は
、

以
下

の
よ

う
に

３
つ

の
施

策
目

標
の

達
成

に
寄

与
す

る
。

①
各

国
と

政
策

協
議

等
を

実
施

す
る

こ
と

に
よ

り
、

我
が

国
が

各
国

の
制

度
等

に
関

す
る

情
報

を
入

手
で

き
る

と
と

も
に

、
我

が
国

の
制

度
等

に
関

す
る

情
報

が
各

国
に

共
有

さ
れ

る
た

め
、

我
が

国
及

び
相

手
国

の
郵

便
制

度
・
業

務
の

改
善

に
寄

与
す

る
。

②
新

興
国

・
途

上
国

に
日

本
型

郵
便

イ
ン

フ
ラ

シ
ス

テ
ム

の
海

外
展

開
に

関
す

る
協

力
案

件
が

実
施

さ
れ

る
こ

と
に

よ
り

、
我

が
国

の
優

れ
た

業
務

ノ
ウ

ハ
ウ

や
関

連
技

術
が

提
供

さ
れ

る
た

め
、

相
手

国
の

郵
便

業
務

の
改

善
に

寄
与

す
る

。
③

U
P

U
の

各
種

会
合

に
参

加
し

議
論

に
寄

与
す

る
こ

と
は

、
U

P
U

へ
の

積
極

的
な

貢
献

を
通

じ
た

我
が

国
の

地
位

及
び

発
言

力
の

向
上

に
つ

な
が

る
た

め
、

U
P

U
が

定
め

る
国

際
郵

便
の

諸
制

度
に

我
が

国
方

針
を

反
映

さ
せ

る
こ

と
に

寄
与

す
る

。

0
1
3
1

(1
)

郵
政

行
政

に
お

け
る

適
正

な
監

督
（
平

成
1
5
年

度
）

7
1
百

万
円

（
6
1
百

万
円

）
5
2
百

万
円

（
3
9
百

万
円

）
5
2
百

万
円

1
～

4
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U
P

U
は

、
郵

便
業

務
の

質
の

向
上

及
び

郵
便

分
野

に
お

け
る

国
際

協
力

の
増

進
等

に
寄

与
す

る
た

め
に

設
立

さ
れ

た
郵

便
業

務
に

関
す

る
国

連
の

専
門

機
関

で
あ

る
。

ま
た

、
A

P
P

U
は

U
P

U
憲

章
第

８
条

に
基

づ
き

、
ア

ジ
ア

＝
太

平
洋

地
域

内
に

お
け

る
郵

便
業

務
に

特
有

な
諸

問
題

の
解

決
を

図
り

、
郵

便
の

利
便

向
上

に
資

す
る

た
め

設
立

さ
れ

た
機

関
で

あ
る

。
本

事
業

は
、

U
P

U
憲

章
2
1
条

及
び

A
P

P
U

憲
章

第
1
3
条

に
基

づ
く
加

盟
国

の
義

務
と

し
て

連
合

の
経

費
を

賄
う

た
め

の
分

担
金

を
負

担
す

る
と

と
も

に
、

U
P

U
に

お
け

る
災

害
対

策
の

強
化

を
支

援
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

て
、

財
政

的
支

援
を

行
う

も
の

。

【
成

果
指

標
（
ア

ウ
ト

カ
ム

）
】

・
万

国
郵

便
連

合
（
U

P
U

）
の

重
要

議
案

に
お

け
る

我
が

国
方

針
の

達
成

率
：
8
0
％

（
平

成
2
8
年

度
）

【
活

動
指

標
（
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）
】

・
分

担
金

の
負

担
実

施
件

数
(U

P
U

分
担

金
)：

１
件

（
平

成
2
8
年

度
）

・
分

担
金

の
負

担
実

施
件

数
(A

P
P

U
分

担
金

)：
１

件
（
平

成
2
8
年

度
）

・
拠

出
金

の
負

担
実

施
件

数
（
U

P
U

拠
出

金
）
：
１

件
（
平

成
2
8
年

度
）

【
施

策
目

標
等

の
達

成
又

は
測

定
指

標
の

推
移

に
対

す
る

寄
与

の
内

容
】

我
が

国
が

U
P

U
に

拠
出

金
を

支
払

う
と

と
も

に
、

U
P

U
に

お
け

る
災

害
対

策
の

強
化

を
支

援
す

る
こ

と
は

、
U

P
U

へ
の

積
極

的
な

貢
献

を
通

じ
た

我
が

国
の

地
位

及
び

発
言

力
の

向
上

に
つ

な
が

る
た

め
、

U
P

U
が

定
め

る
国

際
郵

便
の

諸
制

度
に

我
が

国
方

針
を

反
映

さ
せ

る
こ

と
に

寄
与

す
る

。

0
1
3
2

(4
)

第
2
6
回

万
国

郵
便

大
会

議
対

策
（
平

成
2
8
年

度
）

―
―

7
2
百

万
円

7
,8

U
P

U
は

、
郵

便
業

務
の

質
の

向
上

及
び

郵
便

分
野

に
お

け
る

国
際

協
力

の
増

進
等

に
寄

与
す

る
た

め
に

設
立

さ
れ

た
郵

便
業

務
に

関
す

る
国

連
の

専
門

機
関

で
あ

る
。

平
成

2
8
年

９
月

2
0
日

か
ら

同
年

1
0
月

７
日

ま
で

ト
ル

コ
（
イ

ス
タ

ン
ブ

ー
ル

）
に

お
い

て
、

U
P

U
の

第
2
6
回

大
会

議
が

開
催

さ
れ

る
予

定
。

大
会

議
は

４
年

に
１

度
開

催
さ

れ
る

も
の

で
、

①
理

事
国

等
の

選
挙

、
②

条
約

の
改

正
、

③
加

盟
国

全
体

で
取

り
組

む
べ

き
戦

略
の

策
定

等
が

実
施

さ
れ

る
予

定
。

本
事

業
は

、
同

大
会

議
に

、
我

が
国

代
表

団
が

参
加

す
る

こ
と

に
係

る
活

動
諸

経
費

を
確

保
し

、
大

会
議

へ
の

適
切

な
対

応
を

図
る

も
の

。

【
成

果
指

標
（
ア

ウ
ト

カ
ム

）
】

・
U

P
U

大
会

議
の

重
要

議
案

に
お

け
る

我
が

国
方

針
の

達
成

率
：
8
0
％

（
平

成
2
8
年

度
）

【
活

動
指

標
（
ア

ウ
ト

プ
ッ

ト
）
】

・
U

P
U

大
会

議
へ

の
出

席
：
１

件
（
平

成
2
8
年

度
）

【
施

策
目

標
等

の
達

成
又

は
測

定
指

標
の

推
移

に
対

す
る

寄
与

の
内

容
】

我
が

国
が

U
P

U
の

最
高

意
思

決
定

の
場

で
あ

る
U

P
U

大
会

議
に

参
画

し
、

選
挙

を
通

じ
て

重
要

な
地

位
を

占
め

る
と

と
も

に
、

重
要

議
案

を
通

過
さ

せ
る

こ
と

は
、

U
P

U
へ

の
積

極
的

な
貢

献
を

通
じ

た
我

が
国

の
地

位
及

び
発

言
力

の
向

上
に

つ
な

が
る

た
め

、
U

P
U

が
定

め
る

国
際

郵
便

の
諸

制
度

に
我

が
国

方
針

を
反

映
さ

せ
る

こ
と

に
寄

与
す

る
。

新
2
8
-
0
0
1
5

(3
)

国
際

機
関

へ
の

貢
献

（
平

成
1
5
年

度
）

2
6
2
百

万
円

（
2
6
2
百

万
円

）
2
9
1
百

万
円

（
2
9
1
百

万
円

）
3
2
0
百

万
円

7
,8

民
間

に
委

ね
る

こ
と

が
可

能
な

も
の

は
で

き
る

限
り

こ
れ

に
委

ね
る

こ
と

が
、

よ
り

自
由

で
活

力
あ

る
経

済
社

会
の

実
現

に
資

す
る

こ
と

に
か

ん
が

み
、

株
式

会
社

に
的

確
に

郵
政

事
業

（
法

律
の

規
定

に
よ

り
、

郵
便

局
に

お
い

て
行

う
も

の
と

さ
れ

、
及

び
郵

便
局

を
活

用
し

て
行

う
こ

と
が

で
き

る
も

の
と

さ
れ

る
事

業
を

い
う

。
以

下
同

じ
。

）
の

経
営

を
行

わ
せ

る
た

め
の

改
革

（
以

下
「
郵

政
民

営
化

」
と

い
う

。
）
に

つ
い

て
、

そ
の

基
本

的
な

理
念

及
び

方
針

並
び

に
国

等
の

責
務

を
定

め
る

と
と

も
に

、
郵

政
民

営
化

推
進

本
部

及
び

郵
政

民
営

化
委

員
会

の
設

置
、

新
た

な
株

式
会

社
の

設
立

、
当

該
株

式
会

社
に

関
し

て
講

ず
る

措
置

、
日

本
郵

政
公

社
の

業
務

等
の

承
継

等
に

関
す

る
事

項
そ

の
他

郵
政

民
営

化
の

実
施

に
必

要
と

な
る

事
項

を
定

め
る

も
の

。

(6
)

郵
便

法
（
昭

和
2
2
年

）
―

―
―

2
郵

便
の

役
務

を
な

る
べ

く
安

い
料

金
で

、
あ

ま
ね

く
、

公
平

に
提

供
す

る
こ

と
に

よ
っ

て
、

公
共

の
福

祉
を

増
進

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

、
日

本
郵

便
株

式
会

社
が

行
う

郵
便

の
業

務
に

つ
い

て
定

め
る

も
の

。

(5
)

郵
政

民
営

化
法

（
平

成
1
7
年

）
―

―
―

1
,2

信
書

の
送

達
の

役
務

に
つ

い
て

、
あ

ま
ね

く
公

平
な

提
供

を
確

保
し

つ
つ

、
利

用
者

の
選

択
の

機
会

の
拡

大
を

図
り

、
も

っ
て

公
共

の
福

祉
の

増
進

に
資

す
る

こ
と

を
目

的
と

し
て

、
民

間
事

業
者

に
よ

る
信

書
の

送
達

の
事

業
の

許
可

制
度

を
実

施
し

、
そ

の
業

務
の

適
正

な
運

営
を

確
保

す
る

た
め

の
措

置
に

つ
い

て
定

め
る

も
の

。

(8
)

日
本

郵
政

株
式

会
社

法
（
平

成
1
7
年

）
―

―
―

1
,2

日
本

郵
政

株
式

会
社

を
、

日
本

郵
便

株
式

会
社

の
発

行
済

株
式

の
総

数
を

保
有

し
、

日
本

郵
便

株
式

会
社

の
経

営
管

理
を

行
う

こ
と

及
び

日
本

郵
便

株
式

会
社

の
業

務
の

支
援

を
行

う
こ

と
目

的
と

す
る

株
式

会
社

と
し

、
日

本
郵

政
株

式
会

社
の

業
務

等
に

つ
い

て
定

め
る

も
の

。

(7
)

民
間

事
業

者
に

よ
る

信
書

の
送

達
に

関
す

る
法

律
（
平

成
1
4
年

）
―

―
―

3
,4

日
本

郵
便

株
式

会
社

を
、

郵
便

の
業

務
、

銀
行

窓
口

業
務

及
び

保
険

窓
口

業
務

並
び

に
郵

便
局

を
活

用
し

て
行

う
地

域
住

民
の

利
便

の
増

進
に

資
す

る
業

務
を

営
む

こ
と

を
目

的
と

す
る

株
式

会
社

と
し

、
日

本
郵

便
株

式
会

社
の

業
務

等
に

つ
い

て
定

め
る

も
の

。
(9

)
日

本
郵

便
株

式
会

社
法

（
平

成
1
7
年

）
―

―
―

1
,2
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※
１

　
政

策
と

は
、

「
目

標
管

理
型

の
政

策
評

価
の

実
施

に
関

す
る

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

」
（
平

成
2
5
年

1
2
月

2
0
日

政
策

評
価

各
府

省
連

絡
会

議
了

承
）
に

基
づ

く
別

紙
１

の
様

式
に

お
け

る
施

策
に

該
当

す
る

も
の

で
あ

る
。

※
２

　
「
年

度
ご

と
の

実
績

（
値

）
」
欄

の
か

っ
こ

書
き

の
年

度
は

、
そ

の
測

定
指

標
の

直
近

の
実

績
（
値

）
の

年
度

を
示

し
て

い
る

。

※
３

　
前

年
度

繰
越

し
、

翌
年

度
繰

越
し

の
他

、
移

流
用

増
減

、
予

備
費

で
の

措
置

等
を

含
む

。

※
４

　
測

定
指

標
は

施
策

目
標

の
達

成
状

況
が

端
的

に
分

か
る

指
標

を
選

定
し

て
お

り
、

必
ず

し
も

達
成

手
段

と
関

連
し

な
い

た
め

「
－

」
と

な
る

こ
と

が
あ

る
。

第
1
9
0
回

国
会

（
常

会
）

に
お

け
る

総
務

大
臣

所
信

表
明

（
衆

議
院

総
務

委
員

会
）

平
成

2
8
年

２
月

2
8
日

（
参

議
院

総
務

委
員

会
）

平
成

2
8
年

３
月

４
日

　
郵

政
事

業
に

つ
い

て
は

、
日

本
郵

政
グ

ル
ー

プ
三

社
の

上
場

後
も

、
引

き
続

き
、

ユ
ニ

バ
ー

サ
ル

サ
ー

ビ
ス

を
確

保
す

る
と

と
も

に
、

国
民

の
皆

様
が

民
営

化
の

成
果

を
一

層
実

感
で

き
る

よ
う

、
新

た
な

事
業

展
開

や
、

ゆ
う

ち
ょ

銀
行

と
か

ん
ぽ

生
命

保
険

の
限

度
額

の
見

直
し

に
よ

り
、

企
業

価
値

や
利

用
者

の
利

便
性

の
向

上
を

促
進

し
て

ま
い

り
ま

す
。

政
策

の
予

算
額

・
執

行
額

5
0
0
百

万
円

（
4
8
4
百

万
円

）
3
8
3
百

万
円

（
3
7
1
百

万
円

）
4
8
6
百

万
円

政
策

に
関

係
す

る
内

閣
の

重
要

政
策

（
施

政
方

針
演

説
等

の
う

ち
主

な
も

の
）

施
政

方
針

演
説

等
の

名
称

年
月

日
関

係
部

分
（
抜

粋
）

35


	2-3-0 政策15表紙
	2-3-1 0720【政策15】有識者のご意見（会議用） - コピー (4)
	政策15

	2-3-2 ○合同会合資料　レビュー点検結果
	政策15

	2-3-3【28評価書】政策15　郵政民営化の確実な推進
	政策15

	2-3-4-0130 郵政行政における適正な監督
	2-3-4-0131 郵政行政に係る国際政策の推進に必要な情報収集
	2-3-4-0132 国際機関への貢献
	2-3-5 政策15【評価】郵政民営化の着実な推進
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ
	★白紙★
	1-3-0 政策３表紙
	1-3-1 0720【政策3】有識者のご意見（会議用）
	1-3-2【28評価書】政策03　分権型社会にふさわしい地方行政体制整備等
	【変更後】

	1-3-3 政策03【評価】分権型社会にふさわしい地方行政体制整備等
	空白ページ
	空白ページ
	空白ページ

	
	政策15




